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はじめに

本鑑定意見書は、 2023年8月 23日に提起され、東京地方裁判所によって

2025年 10月24日に下された判決を不服として原告が控訴した若年被選挙

権剥奪違憲確認等請求事件控訴審を裁かれる貴法廷に向け、原告の主張のう

ち主に憲法解釈に関するものを擁護すべく、主に憲法訴訟論を専門としてき

た憲法研究者 （横・i!i;[r]立大学教校） より謹んで提出されるものである。

鑑定人は、博士論文を纏めた『性差別司法審査基準論』 (Li・山社、 91996)に

おいて、国や公共団体によっで性別で異なる対応を行う場合には、性別が日

本国憲法 （以ド、原則として「：忍法」と表心） 14条1項後段列挙事由に含まれ

るため、裁判所は、司法審査基準としては厳格審査を用いて憲法判断を行う

べきことを論じ、当時の民法733条の女性の再婚禁止期間は廃止されなけれ

ば憲法違反であることを導いた1)。最高裁判所は、その後、同条を違憲と判

示したが、それは 100日を超える分に留まった2）。しかし、嫡出否認の訴え

の規定が夫のみにしか訴権を認めていないという前近代性が明るみに出ると

これを改正することとなり、結果、再婚禁止期間規定の存在意義がなくなり、

廃止されることとなった。これは同書の求めた通りであった。同書補章にお

いて、民法900条4号但書の相続分における非嫡出子差別を違憲と断じ叫 鑑定

人による鑑定意見書4)の成果もあっての下級審での原告有利の和解を経て、
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最高裁判所もこれを違憲と判断するに至った5)。同書は民法731条の婚姻年

齢の男女差も違憲叉刑法 177条の強姦罪規定も違憲7)と指摘し、いずれもそ

の後、違憲の疑いが指摘され、判決を待たずに法改正に至っている。

また、公務員によるポスティングに国家公務員法を適用して起訴がなされ

た事案の控訴審に向けて鑑定書を提出し8)、管理職公務員であった当該訴訟

における被告人の完全救済には至らなかったものの、コンパニオン・ケイス

でそれは事実上反映され、管理職でなかった公務員に無罪判決が下り 9）、こ

れが最高裁判所で確定した10)例もある。このほか、地方議会の内部自治につ

いて、最高裁判所が、踏み込んだ審査をしながら、部分社会を維持したとさ

れる判決11)を先例として引用した12)ことを指摘した13)直後に、最高裁判所が同

様の事案で判例変更をした14)こともある。

鑑定人は 2023年に憲法の教科書を刊行し15）、これを分析する研究ノート

を2025年に公表したが、その分析によっても、その説が各諭点において芦

部通説よりやや新時代的でやや京都学派的傾向を有することが多いが、極論

はほぼなく、各種憲法教科書の多くと共通の学説を共有することが多いこと

が判明した16）。その憲法判断も学界の動向をほぼ反映したものと言える。

かくのごとく

如是、鑑定人の見解は、憲法学界の通説的見解より適度に先行しつつも概

ね多数脱の範囲内にあるものであり、かつ、裁判所にも理論的に受け容れ得

る適切な見解であることが多いことを自負するものである。それを確認した

上で、本事案において、鑑定人は本件で争点となっている規定の合憲性を疑

い、これを憲法違反として原告を救済すべきことを訴えるものである。

1 本件事案について憲法判断に踏み込むべき理由

過去の裁判例にも確かに被選挙権年齢でも差別された被選挙権行使者に

よる訴えは散見されるが、本件は専ら年齢によって同権利行使できなかった

原告による訴えであると言え17）、この点を明快に争点とするものである。
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選挙権年齢は戦後長く 20歳であったが、 2015年6月 17日の改正公職選

挙法の成立により、 2016年参議院議員通常選挙以降は 18歳と改正された。

民法の成人年齢が依然20歳である中で公職選挙法を改正する理由として、

国会審議の途上、発議者から、 「世界の9割の国が選挙権年齢が 18歳以下

である。また、若年層の政治参加が進むことで若年層の投栗率が向上し民主

主義の土台が強化されることを期待すると共に、財政再建などの中長期的な

諸課題の解決に若年層の声がよりいかされることになる」点などが示された18)0 

その時点では憲法 15条3項の定める「成年者による普通選挙」 (f}れぽ紐淀人）

との棚顧がある感もないではなかった （但し、選‘'怜権を付り寸る「成年杵」の範

囲ll民法の規とを媒介とすべさでばなく、、憲法の解択から直接決tろべきものであり、

志法にし、う選洛権年齢が時代ーレ共に変巡したとげ・・)、・ヽさであろう） が、民法の改正

により 2022年4月 1日から成人年齢が 18歳となったことで、憲法上の選挙

権年齢が 18歳であることを疑問視する人はほぼいなくなった19)。「選挙権の

権利性に着眼すれば、選挙権年齢の設定について立法裁量を広く認めること

は適当ではなく、例えば一般的に政治的意思決定能力を具備すると考えられ

る年齢を大きく上回るような選挙権年齢の設定は許容されない」 20)筈であり、

18歳を超えるところで選挙権制限を行うことが憲法上許容される合理的な

理由はほぼ想起できないところにまで至ったと思われる。

しかし、被選挙権年齢に関しては、大日本帝国憲法下の衆議院謙員につい

て選挙権年齢が 25歳で被選挙権年齢が 30歳であったところ、日本国憲法制

定過程において、 「教育文化の普及状況、一般民度の向上、殊に戦時中に於

きましての社會経清的活動の賓際に徴しまして、近時青年の知識能力著しく

向上し、満20年に達しました青年は、民法上の行為能力を十分に持つて居

りますのみならず、國政参典の能力と責任観念とに於きましても、映くる所

がないものと存ぜられるのであります、寧ろ是等の清新溌刺、純嚢熱烈なる

青年有櫂者の選攀への参加に依りまして、選攀界の固著せる弊密を一新し、

之に新日本建設の新しき政治力を形成する重要なる要素を加へることに相成
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るものと信じて居る次第であります」などとする堀切善次郎内務大臣答弁21)

などを経て、それぞれ5歳引き下げられ、現憲法下で新設の参議院の議員の

被選挙権年齢についてはそれらよりも高い 30歳に設定されることがあって

以降、大きな見直しはなかった。近年の、選挙権年齢が2歳引き下げられた

上述の過程においても、上記のような選挙権年齢引下げの根拠は被選挙権年

齢にも準じて妥当するにもかかわらず、被選挙権年齢引下げは (11¥l}岨に気づい

て改正作党が始ヒったわけでもなく） およそ議論されず、被選挙権年齢は25歳

もしくは 30歳のまま放置されたのである。社会や教育状況、国際環境の変

化により、選挙権年齢として憲法が予定する年齢が変遷した以上、被選挙権

年齢についても何らかの変遷があると考えるのが当然であり、2016年以前も

以後も共に合憲と考えることは理不尽なところである。

このような時期において、本件原告はそれぞれ、年齢が満 25歳であって

満 30歳に満たないことを理由に神奈川県知事選挙における被選挙権の行使

が許されず、現在その地位にあることの確認を求めた者と、年齢が満 19歳

であって満25歳に満たないことを理由に都留市議会議員選挙における被選

挙権の行使が許されず、次の京都市議会議員選挙における被選挙権の行使が

できる地位の確認を求めた者などであり、主としてその違法確認と、今後同

種の選挙に、現在の法令の下では被選挙権年齢を満たさない時点で被選挙権

を行使できる地位の確認を求め、併せて公職選挙法 10条 1項4号又は5号

を改廃しない不作為に対して国家賠償請求を行ったものである。いずれも、

引き続き 3カ月以上当該地方公共団体内に居住するなど、他の要件は満たし

ていたものであり、争点は公職選挙法の被選挙権年齢規定一点にある。

このように、原告らが被選挙権の行使が許されなかった理由は、専ら公職

選挙法の規定が被選挙権年齢を原告らの年齢より高く設定していることに起

因する年齢差別にある。都道府県選挙管理委員会から選任された選挙長など

に裁量の余地がないため、何らかの理由があれば原告らの被選挙権行使を認

めるような適用は考え難く、そうであれば、その被選挙権行使が不可能な理
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由は、公職選挙法という法律を改正しない国会の立法不作為にある。この事

情から、原告らがこのことを憲法違反、麗阜、法令違憲であるとして国を訴

えたことは首肯できる。一審判決が述べるように、 「その地位の有無は、立

法権限を有する」国もしくは国会「との間ではなく、審査権限を有する選挙

長を選任した選挙管理委員会が属する普通地方公共団体との間で確詔される

べきものであり、本件地位確認の訴えに基づき被告に対して確認判決を得る

ことが必要かつ適切であるということはできない」としても、当該法令の遼
ことごと

用は悉く憲法違反であり、結果として法令違憲と判断する以外ないため、選

挙長などを被告とした場合であっても、法遼用是正の実質的な名宛人は国会

であり、その方法は法令違憲である法律の改正以外にない。よって、仮に一

審判決のように、判決段階に進めば訴えそのものが「確認の利益を欠くもの

として、不適法である」などの判決を下すことに一理あるとしても、裁判所

は、途中段階で、当該法令適用において裁量のない選挙長を被告とするよう

に原告に求めた上で法令違憲の判断を下すか、本案請求を斥けつつも重大な

憲法上の権利の侵害と見て理由中で憲法判断を行うなどは可能であった。そ

れでもなお憲法違反の宜告をなさなかったことは、必要な憲法判断をしない

よう策を弄したものとも受け取られ、疑閲に思える 22)。また、議員定数不均

衡訴訟において、最高裁判所は事情判決の法理を用いて公職選挙法別表を法

令違憲と判示したことがある 23)のであるが、これは、仮に過去に遡って救済

することは政治的混乱を引き起こすと考えた場合でも、参政権などの憲法上

重要な権利の侵害事例においては憲法判断を行い、違憲の状況を改正するべ

きことを裁判所は国会に伝えるべきものと、憲法の司法権条項が解された成

果であると思われる。当該事件の当事者の救済ができないときでも、将来の

同種の事件に向け、あるいは違憲違法な状態であって法改正や法の運用の是

正を喚起するため、裁判所が憲法違反であることを理由の中で述べることは

例外的に認められよう。つまり、本件事案で一審裁判所が憲法判断自体を回

避することは適切な対応とは言い難いものである。
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しかも、本件には、憲法判断は行うが本案で原告らの権利救済は行わない

手法が妥当ではない理由がある。憲法 76条が裁判所に付与した司法権は、

事実に法を適用して権利の存否を終局的に確定するなど、具体的な事件争訟

を解決する権限である。このため、同条が付与し、憲法81条が確認したも

のとされる違憲審査権についても、当該事件を解決するのに必要な限りで行

使されることが導き出されよう。しかし、重大な権利侵害が深刻であるなど

の場合、当事者の権利救済、原状回復の最小限の範囲を超えて司法的救済が

求められることがある。この例が、表現の自由の侵害場面における文面審査

の 3 類型 (1f• I iiI抑制、 II免叶、: . 淡然な法文、過度に1」、.i.lしな規制） 24)や、第三者の憲

法上の権利の援用25)、繰り返されるが審理を免れる場合26)、などとして一般

に憲法学において語られるのである。表現の自由の特殊法理がここに含まれ

ていることで示唆されるように、憲法上「重大な権利侵害」とは、精神的自

由、生命権、参政権の侵害、憲法 14条1項後段列挙事由の差別の場面など

が想定されている。参政権の侵害についても同様であり、憲法判断を理由中

で行い、かつ、本案請求を一部又は全部認容する形で、原告らの権利の救済

を行うことが求められる。選挙訴訟は歴史的にも戦前でも行政裁判所ではな

く通常司法裁判所 （・）ぐ折院） の管轄であり 27)、 「法律上の争訟」概念と当事者

適格を混同せずに「司法」権の範囲は画定する28)中で、 「原告適格を、集団

的利益を代表させる趣旨で個々の選挙人に認めたものと解することができ」よう29)

から実質は主観訴訟であり 30)、権利を侵害された原告の救済は当然である。

本件のように、憲法上の権利を直接的明示的に制限された者が訴訟当事者

となっている事案ではまさにそうである。2017年の参講院議員被選挙権年齢

差別訴訟最高裁判決31)も、 「選挙に立候補しようとする者が、その立候補に

ついて不当な制約を受けるようなことがあれば、そのことは、ひいては、選

挙人の自由な意思の表明を阻害することになり、自由かつ公正な選挙の本旨

に反するというべきである。そして、被選挙権又は立候補の自由は、自由か

つ公正な選挙を維持する上で極めて重要な基本的人権であるから、合理的な
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理由なく被選挙権が制限されている場合は、選挙の自由公正の原則が著しく

阻害された場合に当たると解するのが相当である」として、 「本件訴訟にお

いて、本件選挙の無効原因として、公職選挙法 10条1項2号による被選挙

権の制限が憲法に違反する旨を主張することができるというべきである」だ

として上告人らに原告適格を認めている。ましてや、 「被選挙権の年齢差別

を争うことは、直接的不利益を受ける 20歳代後半の立候補予定者に委ねれ

ばよく、その真摯な訴えを受けて司法判断があればよいとするのが」この事

案を裁いた最高裁判所第3小「法廷の立場」32)と言える。このような判例の

立場を踏まえると、本件一審判決には先例理解に誤りがあり、貴法廷が適用

法令の合憲性判断を含む実体判断を避けるべき理由はないと思われる。

一審判決は、原告が専ら国を被告としたことを理由として違憲判断を回避

する姿勢が強く、本案審理に踏み込まず、また、被選挙権を「重要な権利」

ふさ b

としながら、それに相応しい緻密な憲法判断を行った形跡が乏しかった。以

上の一審裁判所の姿勢には、憲法 15条ばかりではなく憲法76条や憲法81

条の観点からも誤りがあると思われ、貴法廷にはこれを正して頂くことを、

有権者及び基本的人権享有者の一人としても、求めるものである。

2 被選挙権の憲法上の保障について

原告は一審において、「公職の選挙権は、国民主権原理 （：磁松前文、 1条、

15条1項） のもとにおいて、最も重要な基本的権利であるところ、被選挙権

は、選挙権の自由な行使と表裏の関係にあり、自由かつ公正な選挙を維持す

る上で極めて重要な権利である」と主張した。最高裁判所も三井美唄炭鉱労

組事件判決33)や衆議院誂員小選挙区比例代表並立制選挙無効訴訟判決34)にお

いて憲法 15条を根拠に被選挙権を憲法上の権利と認めており、それは本件

一審判決も引用するところである。旧い通説的見解は、それは「選挙されう

る資格であって、選挙されることを主張しうる権利ではない」 35)などとして

いたが、今日では判例も憲法上の権利 （）店本的人権） と認めたのである。

7
 



鑑定人も以前、単著教科書において、「日本国憲法は、 44条が国会議員に

ついて定めている以外、被選挙権や立候補の自由及び公務員になる自由を明

文で規定していない。それらは、公務員選定罷免権、選挙権と表裏一体であ

ると解するべきものであり、ほぼ全ての学説が憲法 15条の保障するところ

としている」と記述したことがあり 36）、こういった主張が主な憲法学説に共

有されていることを示唆してきた。松井茂記は、立候補「制度を前提とすれ

ば、立候補し、あるいは投票用紙に氏名が記載されることを基本的人権と考

える必要がある」とし、「一般には学説も、」三井美唄炭鉱労組事件最高裁判

決 「を支持している」と説明する37)。通説と言える芦部信喜も、「選挙権 ・被

選挙権の平等が、 1945年 （昭和20年） の衆議院議員選挙法の改正によって実

現した」が、「憲法は普通選挙の保障 （1;)条；｝項） 、国会議員の選挙権・被選

挙権についての差別禁止 (44条） の規定を置き、これを確認している」 38)と

解説している。なお、有力説の中でも、佐藤幸治は、「公職は選挙にかかるも

のとは限られないことを考慮しつつ、 1つの実体的な主観的権利として構成

しようとすれば、」 「『公的幸福』の側面をもつ『幸福追求権』の補充対象」で

あるとして、被選挙権を憲法 13条で保障しようとする39)独自説であるが、こ

れを憲法上の権利と解していることには変わりがない。

条文を詳細に検討しても、以上のことは明らかである。日本国憲法44条

は「両議院の議員及びその選挙人の資格は、法律でこれを定める。但し、人

種、信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によって差別して

はならない」と定める40)ことから、主として平等選挙原則や普通選挙原則の

憲法上の保障が読み取れるが、これは国会議員の選挙権に関しての規定であ

る。しかし、憲法 15条3項は「公務員の選挙については、成年者による普

通選挙を保障する」と定めており、地方公共団体の首長や議員の選挙も含め、

財産又は収入によって差別しないこと （西通選拳） を明文で謳っており 、ま

た、成年者の中での不合理な選挙権差別を禁じている。同条 1項が「公務員

を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である」と謳ってい
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ることから、例外規定がない限り、全ての公務員選挙について直接選挙を保

障しており、 4項が「すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはな

らない。選挙人は、その選択に関し公的にも私的にも責任を問はれない」と

規定していることから秘密投票と任意投票を保障し、延いては大原則として

の自由選挙原則を保障しているものと解される。加えて、 「すべて国民は、

法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政

治的、経済的又は社会的関係において、差別されない」と定める憲法 14条 1

項が包括的基本権 （包括的人権） 規定であることを踏まえて 15条は解釈すべ

きであるから、これら地方公共団体の首長や議員の選挙においても平等選挙

原則一般の保障があることは明らかである。また、憲法44条に列挙する事

項などによって地方参政権の行使について差別がなされてはならないことは、

「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、

法律でこれを定める」 （｛労点鑑定人） とする憲法92条を経由して確認される

べきものである。このため、公職選挙法が以上の参政権に関わる憲法原則 （将

通選治、平等選挙、直接選冷、自山選漆） に反することが例外なく許されないこ

とは、国政・地方の選挙共に争いがないものと思われる41)。

そして、選挙権の実現のために自由選挙原則があり、その中には自由な立

候補が許され、投票先の選択肢が十分に提示されることが含まれるものであ

るから、そのためにも立候補の自由は十分に保障されなければならない。「選

挙権を制度に依存した権利であると捉えるのであれば、表裏の関係にある被

選挙権についても」同様の憲法上の権利であると解すべきなのである42)。

だが、被選挙権年齢、即ちその年齢差別については、政府はたびたび、 「社

会的経験に基づく思慮と分別を踏まえて設定」されているなどと答弁する43)

など、その決定に関してかなりの立法裁量があるかの如きことを仄めかし、

選挙権年齢とは別の考慮が必要であるとの認識に立っているきらいがある。

政府は、現行の被選挙権年齢についても、議員定数不均衡の是正や選挙運動

規制の先進国並みの緩和などと同様、これを見直す十分な機会がありながら、

，
 



前述の通り、検討及び改正法案の提出を怠ってきたものであり、歴代国会議

員もまた議員立法を行うことを怠ってきたものである。

しかし、民主主義国家においては、参政権が最も重要、もしくは非常に重

要な憲法上の権利であるから、その制約は、やむにやまれぬ目的と必要最小

限度の手段であることを規制側が立証した場合に限るとする、厳格審査基準

に服すると考えるのが適切な結論である。政治過程の歪みを政治過程自体が
あらが

修復することは、その歪みによって政治的既得権益を有する者が必死に抗う

のは常識的に知るところであるからおよそ期待できず、最も重要もしくは極

めて重要な憲法上の権利であると解すべき選挙権の同復は司法によることが

特に求められる。そして、このことは、選挙権と表裏一体をなし、同じく憲

法15条によって保障される被選挙権についても妥当することであるから、

不必要・不合理な被選挙権の制約は裁判所によって端的に憲法違反とされる

べきものである。鑑定人も、その単著教科書の中で、議員定数不均衡事案な

どを指して参政権規制事案では「裁判所は厳格審査をもって判断すべきであ

る」 44)と解説したことがあり、憲法訴訟論一般の説明としても、「精神的自由

には厳格審査、経済的自由には緩やかな合理性の基準を、という点にほぼ争

いはな」＜ 45)、参政権も含め、「民主的政治過程で連携して多数者になること

が困難な少数者を差別するものや、民主主義や個人主義、自由主義の根幹を

支える権利、これまでの侵害が過酷で憲法が裁判所によるその保障を委ねた

と解釈できるものについては、たとえ多数が賛成しても安易な人権制限を許さ

ず、裁判所も厳格審査で臨砂べきことになろう」 46)と解説したことがある。

むろん、ここでも、このような解説は鑑定人の独自説を述べたものではな

く、憲法学説が一般的に示すところを踏まえたものである。芦部信喜は、ア

メリカの判例による「二重の基準論」の展開の説明を踏まえて、「日本国憲法

の場合には、代表民主政および社会福祉国家の憲法原則、経済的規制の違憲

審査における司法手続の能力の限界、社会国家的公共の福祉による制約の可

能性を容認する憲法22条・29条の趣旨などを総合的に考え合わせれば、『自
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由』と『財産』との間で違憲審査の基準に差異があるべきだという理論は、

容易に導き出すことができる」 47)と述べ、「選挙権が表現の自由に準ずる基本

的な権利である以上、厳格な司法審査に付されなければならない」 （｛労凡訊改） 48)

としており、選挙権規制には厳格審査を適用すべきとする。佐藤幸治も「ニ

重の基準論」を肯定しつつ、議員定数不均衡問題に関して、「民主制の根幹に

かかわる選挙権に関することだけに、目的ないし手段の相当性が厳しく問わ

れなければならない」とする49)。長谷部恭男も、同じく議員定数不均衡問題

に関して、「1対 1を基本原則とした上で、どのような理由と必要に基づいて

この原則から乖離したかを、政府の側に立証させることで、その合憲性を審

査すべきだ」としており、厳格度の高い司法審査基準を妥当としていること

は間違いない50)。この趣旨は被選挙権にも及ぶことが論理の帰結であり、有

力説は被選挙権についても明言する。松井茂記は、 「被選挙権の制限はすべ

て基本的人権の剥奪として扱うべきである。そして、やむにやまれない政府

利益を達成するために必要不可欠なものでない限り、制限は許されない」 51)

として、厳格審査の文字通りの適用を当然とする。市川正人も同様である52)0

棟居快行も、「知事選挙における平等 （被） 選挙権の制約は、厳格な審査基準

によって司法審査されるべきである」と断じている53)0

最高裁判所も、 1972年の小売市場事件で「個人の経済活動の自由に関す

る限り、個人の精神的自由等に関する場合と異なって、右社会経済政策の実

施の一手段と して、これに一定の合理的規制措置を講ずることは、もともと、

憲法が予定し、かつ、許容するところと解するのが相当であ」る54)と判示し、

精神的自由などにはより厳格な司法審査基準を用いることが妥当であること

を示唆し、二重の基準論を認めたほか、 1986年の北方ジャーナル事件でも、

「人格権としての個人の名誉の保護 （：ぷ法 l:3条） と表現の自由の保障 (|ri]21

条） とが衝突」する際には「いかなる場合に侵害行為としてその規制が許さ

れるかについて憲法上慎重な考慮が必要」であるなどと判示し55)、司法権が

より慎重に取り扱うべき基本的人権が存在することを認めている。
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そして、 2005年の在外邦人選挙権訴訟大法廷判決56)において、最高裁判所

は、 「国民主権の原理に基づき、両議院の議員の選挙において投票をするこ

とによって国の政治に参加することができる権利を国民に対して固有の権利

として保障して」 いること 「にかんがみれば、自ら選挙の公正を害する行為

をした者等の選挙権について一定の制限をすることは別と して、国民の選挙

権又はその行使を制限することは原則として許されず、国民の選挙権又はそ

の行使を制限するためには、そのような制限をすることがやむを得ないど認
、、 、、 、、 、、、、、、、、、
められる事由がなければならないというべきである。 そして、そのような制

限をすることなしには選挙の公正を確保しつつ選挙権の行使を認めることが
、、、 、、、 、、、、、 、、、、、 、、、、 、、 、、、、 、、、
事実上不能ないし著しく困難であると認められる場合でない限り、上記のや

むを得ない事由があるとはいえず、このような事由なしに国民の選挙権の行

使を制限することは、憲法 15条 1項及び3項、 43条1項並びに 44条ただ

し書に違反するといわざるを得ない」 （傍、r!、ii監走人） と判示したが、これは参

政権制限事例に厳格な司法審査基準を用いたものと解される。その上で、「我

が国の在外公館の人的、物的態勢を整えるなどの所要の措置を執る必要があ

った」 ことなどが今日、外国に居住する国民の選挙権を制約する憲法上許さ

れる根拠にはならないとものとして、 「公職選挙法附則8項の規定のうち、

在外選挙制度の対象となる選挙を当分の間両議院の比例代表選出議員の選挙

に限定する部分は、憲法 15条1項及び3項、 43条1項並びに 44条ただし

書に違反するものといわざるを得ない」 と違憲判決を下したものである。

そしてまた、最高裁判所は、 2022年の在外邦人最高裁裁判官国民審査訴

訟大法廷判決57)においても、 「国民審査の制度は、国民が最高裁判所の裁判

官を罷免すべきか否かを決定する趣旨のものであるところ58)、憲法は、 一切

の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしないかを決定する権限を

有する終審裁判所である（憲法81条）などの最高裁判所の地位と権能に鑑み、

この制度を設け、主権者である国民の権利として審査権を保障しているもの

である。そ して、 このように、審査権が国民主権の原理に基づき憲法に明記
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された主権者の権能のー内容である点において選挙権と同様の性質を有する

ことに加え、憲法が衆議院議員総選挙の際に国民審査を行うこととしている

ことにも照らせば、憲法は、選挙権と同様に、国民に対して審査権を行使す

る機会を平等に保障しているものと解するのが相当である」 として、選挙権

そのものではない国民審査権についても、国民主権原理から生じる権利の重

要性を認めたのである。その上で、選挙権の制約の場合と同様、 「国民の審

査権又はその行使を制限することは原則と して許されず、審査権又はその行

使を制限するためには、 そのような制限をすることがや心を得ないど認めら
、、、、 、、 、、 、、、、 、
れる事由がなければならないというべきである。そして、そのような制限を

することなしには国民審査の公正を確保しつつ審査権の行使を認めることが
、、 、、、、、、、、、、、、、 、、、 、、、 、、、、 、、、、、
事実上不可能ないし著しく困難であると認められる場合でない限り、上記の

やむを得ない事由があるとはいえず、 このような事由なしに審査権の行使を

制限することは、憲法 15条 1項、 79条2項、 3項に違反するといわざるを

得ない」 （籾、＇！遺淀人） と判示したが、これもまた厳格な司法審査基準を用い

たということができる。その上で、「衆議院議員総選挙の期日の公示の日に、

国民審査に付される裁判官が定まり、その氏名が告示されることを前提とし

て、都道府県の選挙管理委員会が、国民審査に付される裁判官の氏名を印刷

すると共に、 それぞれの裁判官に対するXの記号を記載する欄を設けた投票

用紙を調製することとした上で、投票の方式につき、上記投票用紙を用いた

記号式投票によることを原則としている。このような投票用紙の調製や投票

の方式に関する取扱い等を前提とすると、平成28年法律第94号による国民

審査法の改正の前後を問わず、在外審査制度を創設することについては、在

外国民による国民審査のための期間を十分に確保し難いといった運用上の技

術的な困難があることを否定することができない」 として、技術的難点を挙

げても違憲の評価を逃れることはできないと判示したものである。

以上を見ても、国民が公務員を直接選定罷免することの憲法上の保障はお

よそ高度なものであり、広くその場面においては、やむにやまれぬ理由と必
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要最小限の手段が国などの規制側から立証されなければ憲法違反であるとい

う、憲法訴訟論の一般的用語でいう厳格審査が適用されるべきことは、既に

判例となっている59)と認識できる。上述のように、選挙権と表裏一体をなす

ことを殆どの有力学説が認識している被選挙権の制約についても厳格審査が

適用されるべきことが論理的帰結であり、やむにやまれぬ理由と必要最小限

の手段が国などの規制側から立証されなければ憲法違反とされるべきことは

複数の判例の矛盾なき読みに照らしても確かなものであると思われる。

こういった判例・学説状況を受けて、本件一審判決も、 「被選挙権は、選

挙権の自由な行使と表裏の関係にあり、自由かつ公正な選挙を維持する上で

きわめて重要であることからすれば、憲法 15条 1項には、被選挙権者、特

にその立候補の自由について、直接には規定していないが、これもまた、同

項の保障する重要な基本的人権の一つと解すべきである」ことを、三井美唄

炭鉱労組事件最高裁判決及び衆議院議員小選挙区比例代表並立制選挙無効訴

訟最高裁判決を引用して認めた。そして、 「同様に、地方公共団体の区域内

に住所を有する日本国民に係る当該地方公共団体の議会の議員及び長の選挙

の被選挙権も、憲法 93条2項、 15条1項の保障する重要な権利の一つと解

すべきである」としたのも、当然のことと思われる。

ところが、被選挙権については、 「選挙権が一定の政治的意思決定能力を

前提として年齢要件を設けている以上、被選挙権についても同様に年齢要件

を設定すること自体に特段問題があるとは言えない」 60)として、 「立法府に

裁量があることを否定することは難しい」 61)とする評価も散見される。被選

挙権については、選挙権の制約とは異なる、立法者が政策的に衡量できる要

素があるかのような空気感があることは否定できない。しかし、例えば、明

文の規定がないからと言って、地方公共団体の首長や議員の被選挙権におい

て、その最低年齢を過大に高く設定 （例えば、都道府県知事についC50り（いl-

るなど） したり、学歴要件を課したり、所有する財産や収入に基づく要件を

課したり、過大に長期の居住要件を課したり、出自や信仰などによる制限を
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課したりすることが憲法違反であることは明らかである。これらの例を考え

ればわかるように、憲法 15条が保障する権利は立法府が自由にその制約が

可能なものではなく、あくまでも、やむにやまれぬ目的と必要最小限度の手

段の立証がなされるときに限りその制約が許されるものであり、その立証が

できないものは憲法違反の評価を免れないものである。

だが、本件一審においても、今だに、被告である国は、 「被選挙権は、憲

法上保障される重要な権利である」ことを認めつつも、 「そこに論理的に要

請される一定不変の形態が存在するわけではない。憲法上も、地方議員及び

都道府県知事の被選挙権の年齢要件に関する具体的な定めはない一方、地方

公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて、法律

でこれを定めるとされていること （憲払 92t)からすると、憲法は、地方議

員及び都道府県知事の被選挙権の年齢要件を含む選挙制度の具体的な内容に

ついて、地方自治の本旨を踏まえた国会の合理的裁量に委ねる趣旨であると

解される」と主張した。そして、 一審判決も、 「憲法は、被選挙権に関し、

選挙権とは異なり、その資格が与えられる者の範囲について明示的な規定を

設けておらず (l5条3項参照） 、両議院の議員の資格について、人種、信条、

性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によって差別してはならない

旨を規定するほかは、法律でこれを定めるとするのみであるから (J,I条） 、

被選挙権の主体について、同条に列挙された事項以外の問題を広く立法裁量

に委ねているといえる。また、地方議員及び都道府県知事の被選挙権の年齢

要件に関する具体的な定めがない一方で、地方公共団体の組織及び運営に関

する事項は、法律で定められることとされていること (92たた） からすると、

憲法は、地方議員及び都道府県知事の被選挙権の年齢要件を含む選挙制度の

具体的内容についても、国会の合理的裁量に委ねている」として、 「被選挙

権が憲法上保障される重要な権利であることを踏まえても、その内容は、国

会が正当に考慮することのできる他の政策的目的や理由との関係で調和的に

実現されるべきものといえるから、選挙制度の内容の一環として定められる
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被選挙権の内容に関する立法は、国会が具体的に定めたところが上記のよう

な基本的な要請や法の下の平等などの憲法上の要請に反するため、憲法が国

会に委ねた裁量権を考慮してもなおその限界を超えるものとして、これを是

認することができないとされる場合に、初めて憲法に違反することになるも

のと解すべきである」との判示し、国側の主張をほぼ認めてしまった。判決

は、厳格審査を施すどころか、 「被選挙権の本質を権利ではなく資格により

見出す立場」に先祖返りしたのか62)との疑いもかけられよう。憲法上の権利

は、立法や行政によって容易に操作されるべきものではなく、ま して、非常

に重要な人権に関しては憲法違反の立法は無効とされるのみである。

加えて、 一審判決は、 「被選挙権の重要性や、その内容に関し国会に立法

上の裁量権が与えられた趣旨に鑑みると、被選挙権に関する立法の内容が、

現職の国会議員の政治家としての個別的利害によって不当に歪められること

は想定し難く、その立法の当否について、選挙等を通じた民主的統制が及ば

ないとも認め難い （なお、本件各規定は地）j議且及び部追府県知、1iに1｝［げるもの

であり、国会議員に楳げるものではなし、力、ら、現ll油政治家にどって<})1Jti,咽的な利益

相反とはいい難いところである．）。これを措くとしても、被選挙権年齢の引

下げを公約とする政党が存在することからすれば (fffA7)、民主政の過程で

の回復がより困難であるともいえない」と判示しているが、これでは被選挙

権年齢が「民主的統制」という名の党利党略に左右されることを認めたよう

なものである。そして、 一審判決が被選挙権をこういった意味で「重要な基

本的人権の一つ」と表現するに留めたことは、日本国を立憲民主主義国家と

して認識する意欲を欠くもので、 一国民として遺憾である。

本年6月 15日付の本訴訟控訴答弁書において、国側はなお、原告の主張

は「制度に依存する権利である被選挙権の特殊性を無視し、独自の見解に基

づいて原判決を論難するにすぎない」と述べ、この点に関する広汎な立法裁

量を主張する。だが、その最大の理由は、結局、憲法 15条 3項が年齢差別

を明示的・文言的・具体的に禁止していないというものである。また、その
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補強理由として、 「被選挙権は、制度として定められることによって保障内

容が具体的に形成されるという意味で、制度に依存する権利であるといえ、

年齢要件を定めた具体的な制度が、国会の広い立法裁量を考慮してもなおそ

の限界を超えるものとして、これを是認することができない場合に、初めて

憲法に違反することになる （被選肉砂）（心占しなる） と解すべきである （／！；（判

決 27ページ） 。この点に関しては、 『制度形成の問題だとされる場合、法律

による規律は、第一義的には権利の制限ではなく、いわばゲームのルールを

定めるようなものと観念される』」として、 小山剛の主張63)を引用している。

しかし、この場面での小山説はドイツ憲法裁判所の判断手法であるいわゆ

る三段階審査を、司法裁判所による付随的違憲審査制を採る日本に硬直的に

直輸入しようとする疑問の多いもの64)で、上述の芦部説、佐藤幸治説などの

ように通説や有力説とは言い難い。半世紀近く前、伊藤正己による選挙ルー

ル論が展開されたこともあったが、これを今なお展開する憲法学説があるこ

とに鑑定人は驚きを隠せない （現在でも、選布巫動ルール論と行えば` （｝!-1i徊）名が

多くの忍法学行の間で、叫ヽ浮7)、ぶことは、この説の後；i作者となろうとずる{f)jな常

者がいなかったことの疫返しである） 。選挙の当選者である国会議員が選挙の

ルールを自由に決められるという主張には、唖然とする純朴さが横たわる。

しかも、伊藤のそれは、 「選挙運動は選挙の公正を確保するために定められ

たルールに従って行われるべきであり、このルール設定について国会の立法

の裁量の余地は広く、合理的と考えられないような事情のない限り選挙運動

はこのルールを守るべきものである」 65)とするもので、主に選挙運動規制に

関する議論であって （但し、投現の自山規制の場if1iで、安易に広汎なヽ［法裁械を

認める難ぱある） 、選挙権規制に関するものではないほか、不合理な規制はさ

すがに違憲とする留保が伴っている。小山は選挙運動の自由ではなく選挙権

の規制についてこの旧い議論を持ち込んでいるところに問題があるのである

が、その小山ですら、 「ゲームのルール」とされる選挙制度の例として、 「中

選挙区制か小選挙区制か比例代表制か、投票方式をどうするのか等が決まらな
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いことには、選挙権が宙に浮く」 66)と述べ、まさに （火か小かどし、う） 選挙区制・

選挙の方式のみを例に挙げているのであって、制限選挙か普通選挙か、被選

挙権を40歳以上の男子とするか18歳以上の男女とするかのようなものまで

取り上げるものではない。しかも、選挙制度の問題も、およそ議員定数不均

衡があってもよいわけでもなく、参議院議員の選挙制度を完全に小選挙区制

とすることが憲法上許されるかを論じ得るように、日本国憲法に反しない枠

内で立法するほかない。仮に、衆儀院議員選挙で小選挙区制の下で 1対 1原

則を徹底的に守るのが正しい憲法解釈であるとしても、そこでの選挙区割は

無数にあり、各有権者は公職選挙法別表などで決められた選挙区において投

票するしかないという意味での選挙のルール論には首肯できる。だが、小山

の議論はこのことを無制限・無原則に選挙区制や選挙方法にまで拡張したも

のに思える。まるでゲームのルールは国会で自由に決められ、その限りで憲

法上の権利が許されるという倒錯であり、天賦人権とも称される「憲法上の

人権」というに値しない程度にまでプログラム規定に接近し、まるで、公立

学校の校則の範囲内で生徒の表現の自由があるというような悪しき特別権力

関係論を引き摺るが如き誤りである。それでも、小山のここでの議論は、選

挙権や被選挙権そのものが広汎な立法裁量の下にあるとを示していない。結

局、根源的問題を抱えるこのような見解は憲法学界では今日全く有力でなく、

被告側が必死に探し出した学説がこのような極少数説であって、しかも、引

用部分に続く学説の肝要な部分を意図的にか引用せずにその一部を都合よく

切り取ったものであることこそが、被告である国側の主張の脆弱さを自白す

るようなものに他ならない。このような憲法論まがいの被告の主張に控訴審

判決が依拠することはあってはならないと強く申し述べたい。

憲法 15条などは被選挙権を主題とする明文の規定は有さないが、多くの

学説が認める通り、憲法 15条が被選挙権を保障するのであれば、その内容

はそこでの選挙権保障に準ずるものである。そもそも憲法上の権利は人権享

わ．th

有主体に普く付与されるべきことが基本であり、ただ、参政権という性格上、
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末成年者の制限はやむなしとするのみであり、それが非常に重要な人権であ

る以上、成年者に対するその制限は、やむにやまれぬ目的と必要最小限の手

段が規制側から立証できる場合に厳密に限定することが日本国憲法の要請で

あることは判例・通説の展開から明らかである。選挙権制限として憲法上認

められない殆どの事項は被選挙権制限としても憲法上認められないと解する

方が率直であり、直接選挙、平等選挙、普通選挙、自由選挙という大原則に

反しないごく僅かな例外が許容できるだけであると解されるのが当然の憲法

解釈である。一審で回は、 「地方議員の職務内容や権限に鑑みれば、その職

務を全うするためには相当の知識や豊富な社会経験を必要とするものと考え

られるから、社会経験から出てくる思慮や分別に着目して、地方議員の被選

挙権につき、選挙権が付与される満 18歳よりも高い年齢である満25歳以上

の者に与えるものとすることには合理的な理由がある」などと主張した。だ

が、果たして、若年成年者に共通して政治的能力の欠如があることも立証は

あまね

なく、各人がまず選挙権だけを有して政治に関する社会的経験を普く積粒ベ

き期間67)として全員一律に 7年以上という期間が必要最小限の規制であるこ

とも証明されていない。被選挙権年齢とは選挙の対象となり得る地位・権利

に過ぎず、政治的権力の行使ができるか否かの判断、即ち、当選して適切な

当該公職者となるか否かは民主主義国家においては有権者団の判断に委ねら

れるべきものである 68)。資格任用制の公職において年齢制限があることは理

解できるとしても、公選の公職についてはそうではなく、有権者の判断能力

を疑って被選挙権者の一部が選出されないように国が排除することは、間接

民主主義制の下では特に許されないであろう。結局、本法の規制がや的にや

まれぬ目的と必要最小限度の手段であるとは到底言い難いものと思われ、違

憲の判断が当然のように思われる。

なお、一審判決は、原告の請求を斥けるべきとする実質的理由と思しきと

ころとして、 「実際に公職者に選定された場合にはその行使により行為が完

結することなく、一定期間の公的職務への従事が想定されることからすれば、
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憲法上の保障について選挙権と被選挙権とを同一視することはできず、本件

各規定が被選挙権を侵害し、違憲であるか否かを検討するに当たって、選挙

権又はその行使の制限の憲法適合性についての基準である最高裁平成 17年

基準やこれと同程度ないしより厳格な基準を採用すべきものということはで

きない」と述べ、在外邦人選挙権訴訟大法廷判決 (lil（夕ll)に粛々とは従えな

い理由を述べているが、これは、 「投票を通じた政治的意思の表明の能力と

公職者たるに必要な能力とを区別し、後者は前者より高い能力であり 、かつ

前者より遅れて備わるものであるという暗黙の前提」 69)に沿ったものと言え

よう。判旨は、判例にも、圧倒的多数・有力な学説にも反するものであるが、

それにもかかわらず、これらを覆すに足る十分に説得的な理由を述べていな

いように思われる。その期間が丁度 7年もしくは 12年と長い理由、逆に、

全国でわずか700人程度の「優れた」国会議員を選ぶのであるから、この論

理に従えば相当の年齢以上とすることを法令が定めるのがかえって必然なの

ではなしヽ か （あるし、は、負格要件4,l:Ll‘Li厳しく十るか、立法梵案(/)iiE)J試！！合でもff 

う必要があろうが、志法 15条や ll条がそ(/)ようなことを息走してし、ると！t到底思

えない） 、という疑問も生じようが、それに答える素振りもない。

特に、 一審判決にいう 「能力」とは何を指すのかが不明である 70)。一審判

決の述べるところを担酌すると、単に立候補の手続を行い、合法的な選挙運

動をする能力でも、国民代表や住民代表としてそれらの声を国や地方公共団

体に伝え、最終的には国や地方公共団体のあるべき方向を自らの意思で指し

示す能力でもなく、当選後に、議員なら議員、首長なら首長としての立法・

行政等の職務を遂行する専門的能力のことを指しているのではないかと思わ

れる。これが、選挙で選ばれる代表全員に厳密に要求される能力か、という

疑問もあるが、仮にそうだとしても、 「能力」がない者は有権者団が投票に

おいて排除すればよいだけのことであり 71)、年齢によって一律に排除する必

要はない。それが間接民主主義国家の当然の姿である。被後見人が 2015年

の公職選挙法改正で選挙権及び被選挙権を有するようになったこととの対比
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においても、国が、有権者の中で、公選される公務員の能力について判断し、

法律によってこれを制限することは極めで慎重でなければならないことが推

認される。受刑者の選挙権についてすら認める裁判例もある72)。 「年齢を基

準とする政治的決定能力をめぐるベースラインの理解には大きな変化があっ

たことが、ここ 10数年程度の間に確認された意味は大きい」ものである73)0 

かつ、今日、「仮に若者の関心をひく特有の課題や政策があったとしても、

その実現を自身の年齢をはるかに上回る者に預けることを余儀なくされるの

であれば、選挙権が十分に保証されているとは言い難い」 74)ようにも思える。

特に、国政選挙における比例区選挙や地方公共団体の議会選挙における全域

一区の選挙では、特定の年代だけが実質的な世代代表を議会に送り出せない

ふ• さ 1つ

との問題が生ずる。当該有権者が相応しいと思える候補者が立候補できない

制度は、憲法の自由選挙原則を阻害している。加えて、若年から立候補でき

ないと政治家の「経験不足」が先送りされるだけのことであり、被選挙権年

齢の引下げが、例えば世襲議員の量産を導いて投票先を狭めることなどは、

懸念すべき理由として公然と挙げ得るものでもない （結果、（f-j_にあったどして

も、それば民主主棧ドにおげる（1権者の選択である） 。実際、デンマークのフレ

デリクセン首相が 41歳で就任、イタリアのメローニ首相が 45歳で就任した

背景には、 10代からの政党青年組織への参加、 20代前半での議員活動があ

る75)。有力な政治的リーダーの輩出の前提には、両国で被選挙権年齢が 18

歳である中で早くから政治経験を積んできたことがあるのであって、このこ

とにつき、同じ先進国である日本を例外とする根拠は乏しいと思われる。

仮に一審で国が主張するように被選挙権が憲法上 （最も1[1，要な、や、非常に

屯要な、ではなく） 「重要な」レベルの権利であるとしても、そうであれば理

論上、中程度の司法審査基準 （中tl闘和岨店準、厳格な合理•|、生の店準） が妥当す

る筈であるから、その制限は重要な目的と実質的関連性を有するものである

べきであり、被選挙権年齢をかなり高く設定しても著しく不合理でない限り

は憲法違反ではないとする理解にはならない。現行公職選挙法の選挙権年齢
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との乖離は、衆議院議員、各種地方公共団体議員、市町村区長については 7

年と大きく、特に、参議院議員、都道府県知事においては 12年と非常に大

きく著しい。後者について言えば、 18歳の若者に投票において候補者を選ぶ

能力を認めながら、 29歳の者が当該公職に選ばれこれを遂行する能力を認め

ないことが、肌感としても理解できない。帝国議会設立の 1890年以来、戦

前の衆議院議員においてもその乖離は 5年であり、戦後も衆議院議員に関し

ては長く 5年であったところ、 18歳選挙権が施行されて以来、現在の方が乖

離は寧ろ突出し、不合理なものとなっている。よって、仮に国が認めるよう

に被選挙権が憲法上「重要な」権利であるとしても、現行法の被選挙権年齢

の設定は違憲の疑いが濃いと言わざるを得ないのである （なお、念のため 、．

（／）苗論を rg l避マ）→るため、j江（し立志l もi: ：扇知ぷ法である 11•ド [ 11.',と［法 I:ー、i'.it'.:窄権や拗＇粕

挙権ぱ「哨要な」権利ですら／’［し‘、と評価することはh履めて難ししヽ ） 。憲法 15条

3項の文言も「成年者による普通選挙」であり、被選挙権者が必ず 18歳で

なければならないとまでは要求していないとしても、別段他の憲法条文によ

る制約もない中で、下位法令によってそれを大幅に引き上げ得るようには読

めず、成年者が多少の政治的訓練を経て被選挙権者となる程度のことまでが

想定されていると解すべきである。一審の判断のように、実際には立法府に

広汎な裁量を認め、具体的権利の範囲を政治部門の判断におよそ委ねるもの

である76)とすれば、それは憲法上「重要な」権利ですらない。その理解は、

我が国を立憲民主主義国家とする理解と矛盾する。一審の判断はその意味で

根源的な疑問があって、およそ首肯できる判断ではない。

一般に日本が比較法対象国としてきた立憲民主主義国家の例を見ても、イ

ギリス、 ドイツ、フランスとも、直接選挙で選ばれる下院の被選挙権は 18

歳であるほか、イタリア、オーストリア、スイス、オランダ、ベルギー、ル

クセンブルグ、スウェーデン、デンマーク、フィンランド、ノルウェー、ア

イスランド、スペイン、ポルトガル、ハンガリー、 トルコ、カナダ、オース

トラリア、ニュージーランド、南アフリカ、韓国でも同様である。 トルコは
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2017年、イタリアと韓国は2021年に被選挙権年齢を 25歳から 18歳に下げ

ている。調べた限りで、近年、被選挙権年齢を引き上げた例はない。先進国

はおろか中進国でも、現在の常識は 18歳被選挙権である （・院制の場合の談

会セ含む） 。また、ポーランド、ロシア、メキシコ、ブラジルは 21歳、台湾

も23歳と、日本よりも若くして被選挙権が行使できる。日本と同じく 25歳

であるのはインドなどに限られる77)。二院制の国における上院についても、

ドイツ、オランダ、ベルギー、オーストラリア、スペインなどの被選挙権は

18歳、イギリスは 21歳、フランスは 24歳 (2()l1年に従知l):3() 1,I¥2からり1|、・げ）

であり 78）、日本の参識院よりも明らかに若い設定である。こういったことは

国会図書館が刊行する機関誌 （レファレンス） でほぼ明らかとなっている事柄

である （このことば、国＇l[セ牝やしにt1．．会科学的に立昧があろ，；lil1用で也ろうから、

本外国：lFIliの調．Ii.j:(tI l本(/)波選乎5権年齢につし、てい，i也Lと明らか｛こするもcJ)、 114< 

での法改正を意図したものであり、こうし‘った状況[i-国会の伐閏か 20l5q• ｛こ認識

していたことをボナこ aJ.-である） 。この点での大きな例外としてアメリカがあ

る。合衆国憲法第 1編第2節及び第3節は、被選挙権について、 下院 25歳、

上院 30歳と定めている。しかし、この定めは 18世紀建国当初の規定のまま

であり、合衆国憲法の改正はそれが連邦憲法 （＇た約恣怯、 lh] 沿'•Jiぶ法） であるが

故に、その第5編の規定により連邦議会「両院の 3分の 2」の賛成による発

議の後、「4分の 3の小卜1の立法部または 4分の 3の小卜1における憲法会議によっ

て承認され」る必要があるという、世界的にも改正困難な憲法 （ネブフスカ）小1

以外(})、)+1 議会ば—ー．．院制であるので、 •般的な、憲法修王の方法にJ.:A l ([、50、l、卜11こ． 99

ある院のうち異なる,HIo> 1 ;3 (j)院が‘り該憲法（I冬ii：外さ(:‘- 反対寸｀Jしば、：ぶ法（I冬• IF. Ll:11i: : }る）

であって、各州の思惑から被選挙権年齢の改正などは成就し難い （なお、選

挙権年齢（上 1971年成立(})第 26修正により 18歳となってし、るが、ベトナム戦争に

おいて徴兵制を放いたことにオ5年阿が治って物[|lした結果である） という特殊事

情によるものであり、このことはかえって下院25歳・上院30歳という被選

挙権年齢が前前前世紀の化石的遺物であることを示すものである。 日本の被
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選挙権年齢の定めがこれと同じであることは立憲民主主義国の中での時代遅

れも甚だしく、かつ、単一国家でもある日本がこの点でアメリカ合衆国憲法

を範とする合理的根拠もない。しかも、アメリカとは異なり、被選挙権年齢

は具体的には公職選挙法が定めているのであって憲法改正を必要としないも

のであり、直ちに法律を改正すればよいだけの状況にあるのである。

以上のことから、現行の被選挙権制限は違憲であることは確かである。貴

法廷によりこれを憲法違反として原告らを救済する判決を下され、日本にお

ける歪んだ民主主義過程を是正することを望むものである。

なお、法定の被選挙権年齢が違憲であるとの議論は、戦後直ちにはなく、確

かに長い間なかった。 「国会法や公職選挙法」、内閣法、皇室典範など「は憲

法と一体して『実質的意味の憲法』を成すとの意識であったきらいもあ」り、

これらが日本国憲法と矛盾し、一部の法文が無効となるようなものだとの認

識は公法学界でも薄かった79）。しかし、 「最嵩法規は日本国憲法なのであっ

て、国会法や公職選挙法」など「は下位法令であ」り、「憲法に違反すれば無

効である」ことは公理であり 80)、近代立憲主義の下では論理上当然であった。

2004年の旧司法試験で、参議院議員の被選挙権年齢に関する仮定の規定が合

憲かを問う設問が出題されたことがあり、これは、それまで「実質的意味で

の憲法」ともされてきた法令であっても、憲法の下位法令であるが故にその

合憲性は厳しく問われるべきだという考えの表出であった81)。少なく ともこ

の頃から、公職選挙法の被選挙権規定の合憲性が問題にされ得ることは、法

曹界では認識され始めていたと言えよう。そして、 2015年法改正で選挙権年

齢が 18歳に引き下げられた時点までの審議過程で、比較対象とすべき諸外国の

殆どの例が25歳以上を一般としていないことが明らかであることは合理的な

立法者ならば認識できたにもかかわらず、被選挙権年齢を見直さなかったこと

には立法者 （及びこれを提宅しない内閣） に過失があろう。この時点以降、裁判

所は法令違憲を宣告するばかりか、国家賠償法上も過失が発生していると言っ
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て差し支えず、被選挙権を制約された原告に （その実‘占に鑑／f.ろ l・、単に投票権

を行使でさなかっt..:I f.•11心と比べても邸額(/)） 国家賠償を認めるべきである。

3 国民主権論との関係について

憲法 15条 3項の要求は文言上「成年者による普通選挙」であり、これを

文字通り読めば、選挙権者も被選挙権者も成年者全員に限るのが原則であり、

このことを徹底すれば、被選挙権年齢は選挙権年齢と同じ 18歳でなければ

憲法違反となる筈である。原告は、一審において、「国民主権原理に基づく代

表民主制は、治者 （ヽT.(t庭祉iu［能な者） と被治者 （選喰でドと府がu[fiゼな者） の自同

性を必須のものとするから、治者としての資格である被選挙権年齢は、被治

者としての資格である選挙権年齢と一致させなければならない。このことは、

制限選挙制度の廃止を目的とする普通選挙制度 （：ぶ法 15条］項、 3項、 ,1,1条

ただし・,片） に、被選挙権に対する制限も撤廃する趣旨が含まれることからも

導かれる」いると主張し、治者と被治者との同一性を強調した82)0

本件一審の新井誠による鑑定意見書も、 「国民主権論でも、権力的契機と

正当性の契機の視点が示され、権力的契機に係る議論では政治的な意思決定

能力のある具体的な人々 （イ［権行） が主権の担い手と観念されると同時に、

正当性の契機に係る議論では主権の源泉・究極的権威が （政治的決'1i:iiビ）JU)な

い低年齢屈などをも含む） 国民全体にあるとする理解が採られる。かような区

分が示されるのも、政治的意思決定能力のある場合には、できる限り、権力

行使のできる具体的な主権者としてカウントすることを要請するからに他な

らない」 83)と述べたらしく 、主権者が観念的日本国民であることは認めつつ

も、具体的に政治意思を表明する有権者が現在の日本国民のごく一部でよい

とは考えず、未成年者を排除することはやむを得ないとしても、最大限のも

のとすることは当然と解していることがわかる。憲法上、被選挙権年齢は 18

歳でなければならないという主張に非常に接近しているように読める。
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確かに地方自治法は、町村では、議会に代えて町村総会を設置することを

認めているほか、解職請求などの有権者住民による直接請求を認めている。

このことからして、単に投票を行うだけの選挙権以外のより積極的な参政権

の行使を 18歳以上に認めている以上、被選挙権も同様に認めるべきである

との主張も理解できないわけではない。また、有権者の数が相当に上ってい

るため、選挙においては一般に立候補制度が採られているが、第 1回帝国議

会衆議院総選挙のように有権者の数が少なければ立候補制度を置かないこと

も理論上は想定でき、このときの当選者の資格は、特に法規定がなければ選

挙権者と同じであろうことを想起する84)と、被選挙権年齢は選挙権年齢と同

じであることが素直な理解であるようにさえ思える。

しかし、日本の憲法学の通説的見解は、治者と被治者の完全一致までは想

定していない。その基盤とする理論的立場は国民 （ナシオン） 主権論である (,1•Ifi

論は、登外と疫わらない） 。それは、長谷部恭男が説明するように、 「集合体つ

まり団体である国民が権利の主体となるためには、国民は一種の法人と考え

られねばならない。そして、法人という観念的な存在である以上、 国民はそ

れ自体として意思決定をなしえず、かわって意思決定を行う機関を必要とす

る。この機関は国民の『代表representant』と呼ばれ」た85)などと説明する

理解である。そこでは、主権者である憲法制定権力は抽象的国民であって現

在の具体的な有権者ではなく、正当性の契機に重きが置かれている。ただ、

通説的見解は、そこには権力性の契機を内包していることも認めており、純

粋に正当性の契機だけで説明するものではない、とも言える。以下に例を示す。

旧い通説的見解の一人である清宮四郎も、日本国憲法「本文第 1条で『主

権の存する日本国民』という場合の『国民』は」 「主権の保持者 (TriigCI・）

としての国民を意味する」のであって、 「この意味の国民は、国家の統治に

ついて、最高の地位にあり、国家の他のすべての機能の源泉となる権能を保

持する」と説明し86)、選挙人団として具現化する「憲法上の機関としての国

民」と区別していた。宮沢俊義も、国民主権原理を憲法制定権力である国民
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によって担われるものとし、統治を正統化する最終的権威が国民にあるとい

う意味と捉え、このため、ここにいう国民とは抽象的観念的統一体であると

していた87)。芦部信喜も、 「国民主権は、 一体的国民 （全11:]民） が国家権力の

源泉であり、国家権力を民主的に基礎づけ正当化する根拠である意味と、さ

らに、国民 （実際にばそれとriil.t見される村庫的国民＝：（rl‘作者） が国家権力の究

極の行使者だという意味をあわせ含む」ものだとした88)上で、 「国の政治の

あり方を最終的に決定する力または権威は」「国民に存するが、国家権力は、

憲法前文に『国民の代表者がこれを行使し、・・・・』と宣言されているとおり、
、、、、、

原則として代表民主制 （間按民 1囁ll)のシステムの下で、立法・行政・司法の

諸機関によって行使される」 （傍、1!、i馬汲） 89)と説明して、ナシオン主権的な代

表民主制を積極的に肯定する。佐藤幸治も、 「国民主権は、まず、主権とい

う属性をもった国家の統治のあり方の根元にかかわる憲法を制定しかつ支え

る権力ないし権威が国民にあることを意味する。この場合の国民は、憲法を

制定した世代の国民、現在の国民、さらに将来の国民をも包摂した統一体と
、、、、、

しての国民である。 したがって、この場合の国民は、基本的には、それ自体

として法的に国家の具体的な意思決定を行いうる存在ではない」のであるが、

「現実には、憲法は、ある歴史的時点において、その世代の人々により、あ

る方法をとって （森法会議と国民投哄としヽ う方法をとることもあJし9[、そうでなし、こ

ともある） 制定される。その意味では、国家の合法性の体系制は具体的意思な

いし実力 （権）J） から生まれるものといわなければならない」 （傍、,,i、iJJl（文） 90)

としている。現在の通説及び有力説の多くもこの立場である。

鑑定人も単著教科書において、 「通説的立場に従えば、国民主権というと

きの『国民』は抽象的なものに過ぎないので、具体的な国家の意思決定を行

うには」 「『有権者としての国民』 （有権附TI 選`，i全民団） が必要となる。主

権者そのものとなることはあり得ないが、それに現実的には最も近い国家機

関である有権者団が選挙により代表を選出する。国会議員を選ぶ有権者の投

票は、既に国家機関としての活動である。有権者団は選挙のときしか活動し
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ない。代表は、主権者である国民のために行動するが、具体的な『国民』と

いうものは実在しないのであれば、それぞれの代表が、選挙区ではなく全国

民代表として『国民』の利益になると信じる行動をすればよいのである （沌

枠代表 ・Flrt1委(「:)。有権者自身が直接国政を決めないのは、そのことにより

感情的に物事が決まる危険を避け、代表が議場で議論を尽くして結論に至る

間接民主制 （代議制） の方がよいと考えたからである。このような代表観を

ナシオン （国民 nation)主権論という」と説明して、ここでは基本的には通

説的見解に立つことを示し91）、この立場に概ね賛同した。

これに対し、 「国民自身が国政を直接決めるべきであるが、全員が集まり

得る場所もないので、その代替物として代表による決定という方法を選んだ

の」であり「、代表は選挙区の意思に反してはならないし、そのような代表

は選挙区民によって解職 （リニlール＝11:]民泄免） されるべきだという」 「プー

プル （人民 peuple)主権論」がある92)。起源としてはルソー流の、 「主権者

は社会契約を結んで一体となった国民全体であり、この国民の意思である一

般意思 (volonteg-6n6ralc)が最高の決定者であり 、法も権利も政府もすべて

一般意思からみちびき出され、それによって審判される」93)というところに

あろうものである。その主唱者は杉原泰雄であり、杉原は、確かに、 「『人

民主権』においても、主権は国家権力自体を意味する。したがって、 『人民

主権』は、国家意思を決定しかつそれを執行する法的能力が『人民』に帰属

すべきことを指示する憲法原理」であり 94)、 「主権主体としての『人民』は、

社会契約参加者の総体、成年者の総体と規定される。いずれにしても、主権

主体としての『人民』は、 『国民主権』の場合の 『国民』と区別されるもの

で、政治に参加できる年齢に達した者の総体を意味する」 95)とし、 「一般意

思の決定は、『人民』決定として実体をもっていなければならない」 96)、 「主

権が『人民』に専属しているところからすれば、一般意思の執行も、 『人民』

の名において行われるだけではなく、 『人民』がそれについて統制権を留保

していることが不可欠となる」，7)、 「『人民主権』のもとにおいては、各市
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民は一般意思の決定、代議土を含めた公務員の任免に参加する固有の権利を

もっている。 『人民主権』は、 『人民』の利益や意思をその構成員の利益や

意思の集積と考える」98)と述べている。

このような考え方は、実は、高等学校科目の「政治・経済」や「公共」に

おける文部科学省検定済教科書の発行部数で見れば相当のシェアを占めてお

り、本来は国民全員が集まって物事を決めるべきものだが集まり得る場所が

物理的に存在しないので仕方なく代議制が採られているという理解の方が

（それに付随して、ti全権屯悦や非武装中ヽT．寄り(/)i如1:9条狸解と共・に） 、国民一

般には流布しているとさえ言える (:e(/)慈昧でlLナシオンド1布論か［‘裕教」で、

フーフル・t権諭は現代())「Mil教」 Kも貨える） 99)。プープル主権論は「日本国憲

法の様々な条文が直接民主制を採用しているとする」ところであるが、しか

し、 「国会議員を解職する手続が定められていない上、議員があくまでも選

挙区という部分の代弁者に過ぎないとすることなどは、国会議員を 『全国民

を代表する』とする日本国憲法の全体構造に相応しくない。また、直接民主

制への過剰な期待と喝采がファシズムやナチズム、スターリニズム、文化大

革命などの独裁政治を導いた歴史も」あるという問題がある 100)ほか、 「国民

とは、現存する具体的な人民全てであることになるから、主権者国民 （必法

制定権力） と有権者を区別できないこととなり、あるいは選挙等で意思表示

ができない者は国民ですらないことを導く。また、選挙などにおける意思表

示は憲法制定権力者の意思表示であるから、即ち、常に憲法制定過程 （枯命）

が続いていることにもなる」 101)ものであって、憲法の最高法規性の説明に困

難が残るほか、 「プープル主権論に立つ学説の多くが選挙制度としては比例

代表制を当然、もしくは推奨するのであるが、しかし、この制度は、少数意

見も国会に代表を送れるようにするものであるから、 『選挙区』を単位とす

る『リコール』と適合的でない。また、これら学説が支持を期待する階層は

反自由主義的な直接民主制的政治体制ではあっても、排外的な傾向もあって、

必ずしもその先にある政治体制は同床異夢ではなかろうか。民主主義全開に
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喝采はできない。『革命』に成功した大衆による多数決 （熟狂少その性質レし、

理I•生的な判l1J「(t期待できない） の名の下に少数者の人権を平気で蒋う社会は、

日本国憲法の理想とは言い難く、その適切な解釈とは言えまい」 102)などとも

批判でき、鑑定人にも基本的に賛成できないものである。主権者は有権者で

あるとして権力性の契機を重く見るプープル主権概念は、日本国憲法の解釈

としては困難であると思われる。芦部信喜が指摘するように、 「『人民のだ

めの政治』という民主主義の核心的な原則について、有権者以外の国民を除

外してしまう理由はない。『国政は、国民の厳粛な信託によるものであって、

その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福

利は国民がこれを享受する』と謳う日本国憲法前文とも、解釈上、有権者主

体説は必ずしも適合的でない」 （（芳点J京文） 103)であろう。プープル主権論に従

い、治者と被治者が全く同じでなければ違憲だとまでは言い難いのである。

そこで、通説であるナシオン主権論に従えば、これにおいては有権者と人

権享有主体は微妙に異なり、また、有権者の意思が反映できる代表であれば、

代表の範囲が有権者そのものでないとしても必ずしも憲法違反とは言えない

こととなると思われる。とは言え、鑑定人は単著教科書において、 「ナシオ

ン主権論を純粋に貫けば、君主ですら国民代表になれるという大いなる矛盾

が立ちはだかる。そのことは、言うまでもなく、普通選挙」原則「などを定

めた日本国憲法の多くの条項とも適合的でない。そこで現在の通説は、代表

ができるだけ選挙民の意思を反映し、民意と国会の構成が事実上類似となる

こと （半代表制もしくば社会学的代表） を憲法上の要請であると付言している。

つまり、民意を歪める選挙制度を採用することはできないとする」 104)とも述

べ、ナシオン主権論が修正されていることも指摘した。原型としての「ナシ

オン主権の場合には、必ずしも普通選挙は要請されず、厳しい制限選挙制で

もよい。選挙権は権利ではなく『公務』と考えられる」 105)こととなろうが、

これも修正されるべきことも納得できる。このような変遷は、もともとフラ

ンス第3共和制下で共和派が支配的になって半代表制が確立したことを反映す
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る説明である 106)が、多くの国々でも普遍化できる説明である。それは、近代

市民革命以降、選挙権者が「財産と教養を有する」ブルジョアジー （市民）

階級の家父長の成年男子を当然とするところから、選挙権の拡大が進んで、

殆どの近代立憲民主主義諸国において男女普通選挙制度が当然となったとい

う歴史的経緯があるからである。政治学者のロバー ト・ダールは、 「包括性

あるいは参加」と「自由化もしくは公的異議申立ての可能性」を具備した自

由民主主義体制を示す語である「ポリアーキー (Polyarchy)」概念を立て、

普通選挙制度による国民大多数が選挙権•投票権を有することと、集会 ・ 結

社・表現の自由が満たされて政権批判が可能であり、選挙における競争に打

ち勝った反対党による政権交代が可能であることの 2つが自由民主主義国だ

と胸を張れる要件だとしたことから、表現の自由が十分であっても例えば制

限選挙のままでは「競争的寡頭体制」に過ぎないこととなり、現代の立憲民

主主義国家と評価されないこととなったのである 107)。こうして、 「多くの国

で、当初はナシオン主権および純粋代表の建前がとられていたが、時代が下

がるにつれて政治運営の実体も憲法典の内容も、次第にプープル主権的色彩

を帯び」るようになった108)と言えるのかもしれない。但し、半代表制とはあ

くまでもナシオン主権論の修正であり、佐藤幸治が「民意から超然とした『純

粋代表制』から、民意の影響下にあるべき『半代表制』への展開」とは「国

民は議員を選挙できるにとどまり、代表が統治するという点で変りはない」 109)

と述べるように、あくまでも、 「代表である国会議員は自由委任されたとす

る。民意の忠実な反映は議員に期待されるが、全国民を代表する国会議員は

国民に対する法的責任を有さず、選挙区民その他いかなる者の命令にも拘束され

ない」 110)という代表観が通説的に維持されていると言えよう。

現代の立憲民主主義憲法である日本国憲法も以上を踏まえている。結果、

治者と被治者は完全一致でなければ違憲だとまでは言うことはできないが、

仮に選挙法が国民代表となれる者の範囲を有権者から著しく絞り、それが自

らの代表として認識できない程度となれば違憲であると解せよう。即ち、通
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説的な現代のナシオン主権論の下でも、選挙権年齢と被選挙権年齢の乖離が

大きければ、被選挙権年齢差別であると共に、若年成年者が適切な代表を選

べる候補者がいなくなるという意味で自由選挙原則違反、延いては選挙権の

違憲的制約であると言い得る。その制限は、参政権の規制である以上、必要

最小限度として国側が立証できなければ違憲と推定されるものであり、合憲

とすることについて国側が弁論不十分であれば、被選挙権年齢を 18歳超に

設定することは司法権が憲法違反と判示すべきとするのが手続的正義と思わ

れる。国側の主張立証が殆どない段階でそれを待たずに先回りして、敢えて

立証責任のない原告側から検討すれば、成年に達して最初の投票機会は選挙

権、投票権のみを行使して公民的熟慮の機会を得るべきであるとなれば、 18

歳にせいぜい数年を加味した年齢までが常識的な合憲の最大限と考えられる

（その必要もなし、か、 11,1 側がその必要•I‘It(j)立証に失敗したのであオ L! f、 18歳である）。

これは、主な先進立憲民主主義国家の被選挙権年齢に関する現状に鑑みても

当然の結論、もしくはなお平均を超えるという評価である。こういった事情

を踏まえれば、被選挙権年齢を 25歳もしくは 30歳としている現行公職選挙

法の規定は、少なくとも国会等が選挙権年齢の引下げを検討し、あるいはこ

れを立法した時点以降、いずれの公選公職に関しても法令違憲であり、訴え

による判決の機会があれば直ちに、違憲ではない年齢以上の有権者は被選挙

権が行使できる状況にあると確認できることが判示されるべきである （この

際、直近の選挙を無効としなし、ことば、事4,『判決の法理により許容でさる） 。

4 参議院議員・都道府県知事の被選挙権年齢について

以上、鑑定人の述べるところは、国側が被選挙権の年齢的制限の最小限度

性を立証できるのであれば、 18歳に数年を足す程度が憲法違反とならない可

能性の残る範囲であって、それは、衆議院議員、参議院議員、都道府県議会

議員、都道府県知事、市区町村議会議員、市区町村長のいずれかによって差

を設ける特段の理由がないと思われるため、その年齢が一律であることが憲
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法上の要請であろうとするものである。このことは、国側が、万が一、被選

挙権年齢を25歳と設定することが憲法違反ではないと立証できたとしても、

参議院議員と都道府県知事について、それを 30歳としている現行法規定は

大きな憲法違反であって、最低でもこれを 25歳とすることは喫緊の課題で

あることは明白であるので、鑑定人はこれを予備的に述べることとする。

まず、参議院議員の被選挙権年齢について。

日本国憲法は、国の議会制度について二院制を採用し、衆議院と参議院を

置いている。一般に、任期が短く解散もあり、内閣総理大臣の指名や予算の

可決において優越のある衆議院が第一院とされ、参議院を第二院とする理解

がなされている。「二院制の起源はヨーロッパ中世の身分制議会である」が、

フランスにおいても「近代市民革命が成就すると、基本的には聖職者や貴族

からなる議会は廃され、国民議会だけが残った。身分制度を完全に否定すれ

ば一院制を採るのが自然に見えるが、西洋各国は必ずしもそうならなかった」 III)

ように、西欧の多くの国では様々な理由から第二院が存続してきた。 「一般

に二院制は、一千万人以上の人口を抱える国のほぼ必然で、理論ではないが

伝統であるとの指摘もあり 112)、連邦制も貴族制も無関係の日本で特に二院制

が採られる理由として、 『議会に民意を正しく反映させ、議会における多数

党の横暴を抑制し、議事を慎重・合理的ならしめるために、第二院が必要』 113)」

であるなどの説明がなされてきた114)。だが、この説明は、 「斜に構えれば、

衆議院は幼く末熟で理性に欠け、ときに暴走し、参議院の倍の定員を持ちな

がら適切な国民代表足り得ないと貶めているようにも読める」ものI15)、 「参

議院は、良識の府」とは「裏を返せば、衆議院は軽率でいいと言っているよ

うなもので」 116)ある。しかも、 「30歳は （衆淡I浣などの） 25歳と比較した

場合に、あるいは落ち着いた判断ができるのか、といったことの実証性はほ

とんどない」 I17)。そうではなく、参議院は「解散もなく任期も長く （現'll/¥l

題として、議員はナマの選漆区民の、江思に縛られにくくなる） 、選挙では半数改

選である (LJ6条） など、世論の変化を緩やかに受け止め、慎重に物事に対応
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することが期待されている」ほか、 「異質な代表による議会構成によって、

バランスをとることも考えられる」のであって、例えば「第一院で政権選択

を主軸とする選挙制度を選び、第二院で相対的に比例代表制に近い、もしく

は比例代表優位の選挙制度が採られれば、それを体現でき」、 「政権選択の

色合いが強い総選挙で議員が選ばれ、急激な変化を反映し易い衆議院を、参

議院は抑制し、権力分立に寄与する」 118)などと理解されるべきように思われ

る。そうであれば、 「全議員を直接選挙で選ばねばならないことや、議員定

数不均衡があってはならないこととその程度においては差がなく 119)、両院の

憲法上の性格の差に鑑みて、小選挙区制か大選挙区制かの選択を軸とする、

選挙制度の違い程度だけが立法政策的に許容されると考えられよう」120)0 

こうして長年、参議院議員の選挙制度としては、全国一区の比例区 (IIl全

国区） とほぼ都道府県単位の選挙区 (|11地方1べ） が定着してきた。旧地方区に

ついて、 1946年 12月4日、当時の大村清ー内務大臣が帝国議会において、

全国区と共に「地域代表的性格を有する地方選出議員」を置くことで参議院

を特徴づけるのだと答弁している 121)。ただ、ここでの「地域代表」とは、連

邦国家ではない日本では、直載に県や市の代表という意味であるとは考え難

ぃ122)。大都市部への人口の大移動を伴った高度経済成長前で、なおかつ疎開

も解消されていない「終戦直後で東京都の人口も突出していなかった時期に

は地方区の 150議席を割り振るのに 46あった都道府県 （沖縄遅遠前） を使う

のが便利だっただけ」 123)のことである。 「仮に選挙区に地域色を残す意味が

あるとしても、それが『県』単位である必要はない124)。『固定観念』 125)や『勝

手な思い込み』 126)に囚われたものである」 127)。日本は連邦制ではないため、

（半数改選であるから） 都道府県毎の代表2を確保すべきとの議論は投票価値

の平等の厳しい要請に触れ、県議会で参議院議員を選出する複選制について

も、憲法「43条や 15条が直接選挙を予定している中で、民主的な選出方法に

例外を許す明文規定が憲法にない」 128)ことなどから、憲法上許容し難い129)0 
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以前、参議院は「衆議院のカーボンコピー」とまで椰楡され、その弱さが

強調され、 一部では「第二院は有能なら有害、無能なら無用」とする廃止論

まで提唱されていた。しかし、このような誤解は、衆議院・参議院で共に同

じ政党が過半数を制していた、 1955年以降 1989年以前のいわゆる 「55年

体制」特有の政治的現象であり 130)、日本国憲法が創設した参議院は比較的強

い議院と考えるべきであると、議論は移り変わっている 131)。参議院は、そも

そも憲法改正の発議に関しては衆議院と対等であり、法律の制定においても、

参議院の否決を覆すには衆議院は出席議員の 3分の 2の可決が必要であって、

このような「本ねじれ国会」が生じることは稀であるので、通常は参議院の

反対する法案は成立し難く、ひとたび、通常の 「ねじれ国会」が生じてしま

えば、重要法案が成立しない、予算は成立してもそれを執行できないという

ことが往々にして生じる 132)ため、内閣を支えたい党派は参議院でも過半数を

制するべく、衆議院の過半数を超えて参議院の中間会派を含む連立を呼びか

けるか、議案毎に同様の党派に賛成を呼びかける必要が生じ、それら参議院

の中間会派の発言力が議席数以上に重きをなす。この結果、法律の制定に関

しては参議院の存在意義は非常に大きいものである。また、こうして、政権

の思惑通りに法案が次々と早急に成立するということも比較的避けられ、熟

議民主主義を取り戻せる。要は、迅速を要する、内閣総理大臣の指名や予算

の可決、条約の承認などにおいて衆議院の優越はある 133)ものの、国会の最も

重要な任務である法律の制定のその優越の希薄さなどに鑑みると、比較憲法

的に見ても、参議院は第二院としては強い院だということが判明している。

このことからも （第.:..」浣が、法律の制定に閏してはぽぼ権湘辺：ffしてしヅ以ヽ が、

大統領の指名などの際だげ火舞台に狂場するとか、 4非定の地域を冷遇する施策を1ill

止する懐能ばかりに特化するなど、要するにか）Vヽ 院である国におし、てば、彼進認作権

年齢を比較的断く設定したり、議員定故1＜均衡な人・Hに見て小地岐の（し｝くに過．大な

議席を配分ナるかその Kうな地域毎に間接選弟で代kを選ぶようなことすら杓えら

れなくもないが）、参議院議員の資格を衆議院議員のそれと異ならせることは、
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有権者のうち特定の集団に大きな発言権を与えたり拒否権を与えたり、ある

いは逆に発言権を狭めたりそれを無にしたりすることであって、日本国憲法

の予定する代表理解を歪めることにほかならず、やむにやまれぬ理由がなけ

れば許容できるものとは到底言い難いものなのであり、立法者自らがこれを

自由に操作できるとする理解もあり得ないところである。

整理すると、 「『両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組

織する』という憲法43条の文言、憲法 15条などの解釈から直接選挙が前提

とされること、日本国憲法が戦前の反省から間接選挙を厳しく禁じていると

考えられること、参議院についても法律の制定で衆議院の優越が稀なケース

でしか認められないなど、両院が比較的対等であること、参議院について議

員選出の特則が見当たらない」 134)。参議院に関して「第二院の存在意義を強

調す」る「としても、選挙制度を違える （小進祖砂吹選冷l叉かなり か、選

挙区の単位を違える （都逍府県屯位か地城ブロック単位かなと‘)かなど」の 「方

法を求めるべきであろう」 135)こととなる。一人一票の原則に関して、衆議院

の場合よりも合憲性判断基準等を緩和することは否定されるべきである。ま

た、 「二院制の下では、政権を決める院である下院 （喰議院） が小選挙区制

を相当程度加味し、上院 （参議院） では比例代表を軸に少数意見を黙殺しな

vヽ工夫 （例えば、一定の人Ilを他える特定地域が絶対反対の政りiが辿らなし、、とし、

うような） などは許容でき」るばかりである 136)。両院の議員選挙に関して、

特に、選挙人や候補者の資格、選挙運動の規制、投票価値の平等などに関し

て差異を設けるべき憲法上の根拠は極めて乏しいものである。

そうなると、参議院議員について、衆鏃院議員よりも被選挙権年齢を高く

設定する合憲的理由はおよそ存在しない。 日本は単一国家であり、連邦制で

はない。連邦制であれば、』州を代表する議院には「強い地位や権限を支える

だけの、確固とした存在理由がある」 137)であろうし、i}|、1の意思を反映できる

ような議員の選出方法が想定され得るであろうし、連邦 （を約：ぶ法） を構成

する小卜1の合議によって上院の被選挙権年齢を高めに設定し、これを憲法で確
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定することもあろうが、単一国家ではその理由は成立し難い。また、参議院

を貴族院と読み込むことも、上述の通り、到底できない。ある年齢以上の有

権者を貴族の如く取り扱うことは許されるものではない。異なる代表概念に

よる説明が可能でも、そこにあるのは、選挙制度の違いなどであって、選挙

権者や被選挙権者を異ならせ、普通選挙・自由選挙・平等選挙原則を逸脱す

ることは許されない。むろん、被選挙権年齢の問題は、仮に参議院の地域代

表色を肯定したとしても、無関係なものである。

終戦直後、いわゆるマッカーサー草案が一院制を予定していたところ、日

本政府がこれを覆して二院制を政府の憲法草案に組み込んだことは有名であ

る。この時点から、第二院の特徴をどう描くかは争点となった。臨時法制調

査会の 1946年 10月27日答申が、参議院議員の被選挙権年齢を 40歳とし

ていたところ、連合国軍最高司令官総司令部 ((;ll(i)から、これを引き下げ

るよう強く求められたことなどから、現行の 30歳となった経緯がある 138)0 

戦後、参議院は、二院制を維持したい日本政府が、貴族院の代替物として考

えられ始め、その中で、性別や収入、教育による差異を設けることは憲法の

禁じるところであるため、衆議院議員と参議院議員の被選挙権年齢を異にす

ることを日本政府が思いついたものと思われる。しかし、そこには、若年層

の熱気を動力とする戦後改革の進行を、40歳以上の旧世代で構成する強力な

上院で阻止したいとする、世代間闘争、イデオロギー闘争の性格が読み取れ、

被選挙権年齢を高めることはそのまま民意を歪めることにつながることが、

これを現代の眼から見ても十分に読み取れるところである。40歳という被選

挙権年齢はその違憲性を浮き彫りにしており、これを 30歳とした弥縫策の

ために、多くの人がそれを感じなくなってしまったことは否めない。

2016年の参議院議員被選挙権年齢差別訴訟でも、最高裁判所は、 「選挙

無効訴訟は、選挙人らによる公職の候補者に対する投票の結果としての選挙

の効力について、選挙人又は公職の候補者が上記のような無効原因の存在を

主張して争う争訟方法であり、同法の規定において一定の年齢に達しない者
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につき被選挙権を制限していることの憲法適合性については、当該者が自己

の被選挙権の侵害を理由にその救済を求めて提起する訴訟においてこれを争

うことの可否はおくとしても、同条の選挙無効訴訟において選挙人らが被選

挙権の制限に係る当該規定の違憲を主張してこれを争うことは法律上予定さ

れていないというべきである」とし、法令にある被選挙権差別の重大性を問

いただすことなく、上告を棄却した （もしも、参議院訊l,10)卜1如阻作権年齢が 10

歳であれば、 Irilじ判断をしたであろうか）。しかし、議員定数不均衡訴訟を認め、

原告らの訴えを認めてきた最高裁判所が、より具体的に被選挙権という憲法

上最重要とも思しき権利を剥奪されている個人の訴えを認めないのでは、 齢

齢があると言わざるを得ない。上述のように、本件を含めこのような訴訟は

実質的には主観訴訟である。訴訟法に不備があるのであれば、 「事実にふさ

わしい救済の方法を創造することが、司法権に対して憲法上も要請されてい

る」 139)のであるから、裁判所は、既存の訴訟法を合憲的に補正する合憲拡張

解釈もしくは合憲限定解釈により、訴えを認めるべきである。

「近年、衆参の被選挙権年齢の 5歳差について、 『それがどれほどの合理

的理由をもつかは議論の余地があろう』 140)、 『なぜか差が設けられている』 141)

などとする記述も散見されてきている。国民代表機関や『治者と被治者の自

同性を強調する立場からすれば、』被選挙権年齢を『選挙権の年齢と異にす

る理由は、より明確にしめされなければならない』 142)ので」 l43)あるが、プー

プル主権論の立場を採らずとも、衆参比較の限りにおいても、参議院職員の

被選挙権年齢は25歳以下としなければ憲法違反と考えざるを得ないところ

である。現行の参議院議員の被選挙権年齢規定は違憲である。

次に、都道府県知事の被選挙権年齢について。

公職選挙法 10条 3• 5 • 6号は、都道府県議会議員、市町村議会議員、市

町村長の被選挙権年齢を 25歳と定めながら、同条4号は都道府県知事につ

いてのみ 30歳と定めている。これは、同じ都道府県の公選の公職である都

道府県議会議員と比べても、首長という点では同じである市町村長と比べて
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も、都道府県知事の被選挙権年齢だけが 5歳高く設定されていると整理でき

る。都道府県と市町村は地方自治法上、共に普通公共団体であり、その限り

では憲法上も上下関係にあるものではない144)。そもそも、同法の制定を待た

ずとも、憲法は地方公共団体に自治を保障し、全国的に「二重の自治」を保

障したものと考えられている。最高裁判所は 1963年の渋谷区長選任事件判

決145)において、特別区の区長を公選とするか否かは立法政策の問題に過ぎな

いと判断したが、 「東京都の特別区の住民だけが一重の自治しか享受できな

いのは不平等であるとか、法律によって憲法を解釈するのは本末転倒である

などの批判が強」かった146)。要は、都道府県レベルの自治 （｛｝ぶこ、広戦1.li合（／）

要請か強七つにとすれば、現（砂）都辿府県を合併 ・整理した追｝小I制のドてU)今と’貶

いらぬl'i治、どし、うこととなる） と市町村レベルの自治 （（反に、県庁所在地の都

市と追府県を合併し「都」乞役立したとしても、その都市で！L特別1＜久やが置か,lL、

区長と区議会議員it公選され．ねばならないこととなる） を、地域差なく保障する

ことが憲法の要請である （仮に、広域行政の要訥から両レベル(})地）j公Jl、:|J1(l逸：

就・ナるのであれは、 、基闘的I'l治体である市町村レベルの自治を全liJ • i I': Iこ保1卯・)一

る方向て整理されるヽ唸きとしヽうのが志法の要；社であろう） 。

だが、戦後、地方自治制度が発足したのも束の間、都道府県の自治を戦前

同様の官選知事を抱く形に戻し、 「戦前の強力な中央集権を復活することを

ねらいとする」 14”道）小I制 （上述の、近時詞倫じられてし、る、 1・1if沖fi'(t:．保しi：： トでの

ものとは異なる）の議論が登場した。明治期の 1890年公布の府県制において、

条例の制定権もない府県の執行機関の長は官吏である知事であるとされ、そ

れは府県会に対しても強大な権限を有するものであった148)。こういった戦前

からの歴史的経緯や、終戦後の （特に官 （｛J（など(/)支配l\~1 の） 動きからしても、

他の 3つと異なり、都道府県知事については必ずしも公選である必要がない

と終戦直後には認識されてきた感があり、このことが、都道府県知事の被選

挙権が他と異なっていてもよい、そもそもこれを公選とすることは地方自治

法や公職選挙法によるいわば特権の付与であるかのような感覚を国民の間に
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盲させた感は否めず、地方の公選の官職の中で都道府県知事の被選挙権だけ

が30歳と高く設定されても、公選となっただけ喜ばしい程度の認識を当時

の国民の間に蔓延させたのではないかと推測できる。否、そうではない。都

道府県知事の被選挙権年齢をより高く設定することこそ官選知事への郷愁を

内包するものであって、憲法92条にいう「地方自治の本旨」に逆らう非立

憲的な地方制度理解であることを指摘せねばならないのである。

だが、本件一審でも国は、 「都道府県知事については、」 「合議制の機関

を構成する地方議員と異なり独任制の機関であること、都道府県の事務が市

町村のものよりも複雑困難なものを包含し得ることなどを踏まえれば、都道

府県知事の被選挙権につき、地方職員や市町村長よりも 5歳商い、満30歳

以上の者に与えるものとすることにも合理的な理由がある」と主張した。そ

して、一審判決も、 「都道府県知事の被選挙権年齢が、地方議員や市町村長

よりも 5年高い満30歳以上とされている趣旨は、独任制の機関として自己

単独で団体の最終意思を決定する地位にある者であって相当の経験を要求さ

れることや、事務の性質、管轄区域の広さ等の点で市町村と異なっているこ

とにあるところ （ 乙 ~I (J) 1、5、8)、都道府県が、地域における事務等で、広

域にわたるもの、市町村に関する連絡調整に関するもの及びその規模又は性

質において一般の市町村が処理することが適当でないと認められるものを処

理するものとされており （地方自治法2条5項） 、都道府県知事が、当該都道

府県の住民の直接選挙により選出され、当該都道府県を統轄し、これを代表

する者として、議会への議案の提出や予算の調整及び執行といった事務を担

当するなどといった職責や権限を有していることからすれば (,,iJ法 l,17条、

ll9条1号、2号） 、上記被選挙権年齢の設定は、憲法が国会に委ねた裁量権

を考慮してもなおその限界を超えるものとして、これを是認することができ

ないとされる場合に当たるということはできない」と判示し、国側の主張を、

さしはさ

特に疑問を挟むでもなく、概ね認めてしまった。

40 



しかし、都道府県の事務が 「複雑困難」であるとは何を示すものか不明で

あり、総じて、その治める領域の人口が市町村よりも都道府県の方が多いと

いうことはあろうが、横浜市の人口は 375万8990人 (2()26年7J l 1 1:1現在）

である一方、鳥取県の人口は 51万8288人 (2026年7月11現在）に留まり、

これを見ても、必ずしも都道府県知事の被選挙権年齢が市町村長のそれより

も高くなければならないとする合理性を欠く （なお、 riiif灯でばえば、岐J闘邸：i

山市は香川1,fTI'や大阪府）：り広い） 。逆に、市町村こそが基礎的自治体であるこ

とを思えば、実際に住民の行政的ニーズと対峙するのは基礎的自治体である

市区町村の方であり、都道府県がそれらの調整を行うことが、年齢を重ねる

ことを要する難しい仕事であり、他の行政職員の採用年齢については特に年

齢差があるとは思えない中、そのトップである知事についてのみ年齢制限を

行うことの合理的説明は難しい。部長は課長より年上であるべきだ、という

ような旧い 「常識」を知事についてだけ法定する遺物にほかならない。また、

都道府県の事務の「複雑困難」さを理由とするのであれば、都道府県議会議

員の被選挙権年齢については市町村のそれと同じとすることはかえって合理

的説明を欠くものである。要は、上述の通り、もし、年齢的に若く未熟だと

思える候補者があれば、 （和怜り返し中し 上げるが） 有権者がこれを選挙で落選

させればよいだけのことであり、被選挙権年齢を高く設定することは、延い

ては、国会が有権者の政治的判断の能力を、都道府県知事の投票に特化して

他と比べて特に信用していないことを表明するものであると言わざるを得な

いのである。このように、都道府県知事の被選挙権年齢だけを、他の公選公

務員の場合より 5歳上乗せしていることはおよそ合理性を欠き、憲法の保障

する被選挙権制約としては違憲と言わざるを得ないものである。

仮に、国側が被選挙権年齢を選挙権年齢に合わせるところまでは必要ない

ことが正当なのであれば、逆に、 「地方自治は民主主義の小学校」というジ

ェームズ・ブライスの言葉があるように、地方参政権をまず若年者に付与す

るような肌理細かな立法こそが合理的である 149)。例えば、国会議員の被選挙
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権は20歳だが地方議員の選挙権は 18歳とするような工夫があるのが自然な

ところである。ところが、国政上、行政の最高責任者である内閣総理大臣の

法律上の最低年齢 （‘足際、 ,toぷ厄4ミ‘IIMi(j)内閣総狸）＜1:i.は選げれてはし、なし、が、 Fl！論

トの法定年齢） は、衆議院議員の被選挙権年齢が 25歳である以上、それは 25

歳であるにもかかわらず、都道府県知事のそれが 30歳であるという形で逆

転している 150)。この点からしても、都道府県知事の被選挙権年齢が 25歳を

超える合理性は極めて乏しいと断ぜざるを得ない。よって、百歩譲って、衆

議院議員、都道府県議会議員、市町村長の被選挙権年齢が 25歳であること

が憲法違反ではないとしても、都道府県知事のそれが 25歳を超えれば憲法

違反であるとするのが理の当然であるように思われる。

おわりに

被選挙権年齢を選挙権年齢よりも相当高く設定することについては、本件

訴訟一審においては、国側代理人をして、しばしば特に理由もなくただ「合

理的」と主張し、原告の主張には特に根拠を示すことなく「理由がない」と

することが多く、説明困難に遭着していることが明らかである。このことが、

公職選挙法の規定の不合理さと違憲性をかえって明らかにしている。問題は

公職選挙法の当該規定の合憲性の欠如にあるのであって、国側代理人を責め

るものではない。裁判所によって当該規定を憲法違反と判断し、併せて、原

告の権利を確認、救済を図り、最後はその指示する枠内での立法を国会がす

ることをもって、この問題を解決すべきである （しないとナれば、立法の1く作

為の追憲性の間題が生じ、法令は認めなv、「|lで、；ぷ法が最低限認める年齢より 1:(/)行

の被選淮権行使を認める連用を徐It続しなければならないこととなる） 。これが、日

本の公民権保障を適切に合憲かつ世界標準にする最終手段であると思われる。

なお、鑑定人は、本訴訟において、国が被選挙権年齢差別の必要最小限度の

手段が何であるのか、つまりは何歳であるのかを立証できないのであれば、裁

判法の一般的原則に立ち返り、端的に被選挙権年齢は 18歳であるしかないだけ
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であるとも諾るところである。被選挙権年齢を何歳以下とすれば合憲になるの

か、線引きが不明確だから違憲とは言い難い、だから現状のままでよい、とい

う論法は、少なくとも、参政権や精神的自由、生命権、刑事適正手続、憲法 14

条1項後段列挙事由の差別などの制限局面では、誤りである。国側が、技術的

な間題が多く、合憲的被選挙権年齢をピタリと確定することは困難だと主張し

たとしても、付随的違憲審査制下の憲法訴訟論としては、立証責任を果たさな

かった以上、原告の主張通りの結論になるだけである。また、実際、技術的困

難さはさほどなく、被選挙権年齢を下ればよいだけで、解決は単純なのである。

むろん、選挙制度は立法に大きく委ねられているということは、憲法を超えて

国民代表が国民代表等選出の規範を作ることであり、国会議員団を専制君主と

するに等しく、矛盾であり、あり得ない。この意味からも、国は早々に困難な

議輪を下ろし、国民のため、適切な立法に向かうことを望社ものである。

貴法廷には、国民それぞれの基本的人権を守り、日本の立憲民主主義の名誉

を守る、時代を画する輝ける御判断を願うものである。

l) 君塚正臣『性差別司法審査基準論』 167頁以下（信山社、 1996)。

2) 最大判平成 27年 12月16日民集 69巻8号2427頁。

3) 君塚前掲註1)書309頁以下。

4) 君塚正臣「非嫡出子相続分差別事件鑑定意見書」東海大学文明研究所紀要 18号53頁
(1998)。

5) 最大判平成25年9月4日民集 67巻6号1320頁。

6) 君塚前掲註1)書201頁注76。

7) 同上 245頁以下。

8) 君塚正臣「国家公務員法違反事件鑑定意見書」横浜国際経済法学19巻1号89頁(2010)。

9) 東高判平成22年3月29日判夕 1340号105頁。

10) 最判平成 24年 12月7日刑集 66巻12号 1337頁。

11) 最大判昭和 35年 10月 19日民集 14巻 12号2633頁。
12) 最判平成 31年2月 14日民集 73巻2号 123頁。

13) 君塚正臣「判批」ジュリスト 1544号『令和元年度重要判例解説』 26頁 (2020)。
14) 最大判令和 2年 11月25日民集74巻8号2229頁。

15) 君塚正臣『憲法一日本国憲法解釈のために』 xxiv+630頁（成文堂、 2023)。
16) 君塚正臣「君塚正臣『憲法一日本国憲法解釈のために』 （成文堂、 2023)の学説的位置付

けー著者自身による」横浜法学34巻1号145頁 (2025)。比較対象を芦部信喜以降の主要

な憲法教科書（原則として単著）とし、 17冊との比較を実施した。 18学説のうち、 「不

明を除いて過半数の学説がありながらそれ以外の見解を述べているもの」と「過半数の学

説が存在しない場合における相対的に少数であるもの」を「少数説」と定義すると、当該

教科書のその数は 19であり、松井茂記『日本国憲法』〔第4版］ （有斐閣、 2022)の27、

渋谷秀樹『憲法』 〔第 3版〕 （有斐閻、 2017)の22、戸波江二『憲法』 （新版〕 （ぎょう
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せい、 1998)の21、市川正人『基本講義憲法』 〔第2版〕 （新世社、 2022)の20などよ

りは少なく、佐藤幸治『日本国憲法論』 〔第2版〕 （成文堂、 2020)の18、高橋和之『立

憲主義と日本国憲法』 ［第 6版〕 （有斐閣、 2024)の16、辻村みよ子『憲法』 〔第7版〕

（日本評論社、 2021。現在、第8版が刊行されているが、同文献公表時には末刊）の 16、

芦部信喜『憲法』 〔新版〕 （岩波書店、 1997)の14より多い程度である。特に単独説・
2人説の合計を見ても 6に過ぎず、松井 13、渋谷 12、渡辺康行ほか『憲法 I.II』 〔第 2

版〕 （日本評論社、 2023・2025)の11、高橋9、阪本昌成『憲法理論 I 〔第 3版〕 ．JI. 

頂』 （成文堂、 1999• 1993 • 1995)の9、辻村8、伊藤正己『憲法』 〔第 3版〕 （弘文
堂、 1995)の8より少なく、戸波、市川、長谷部恭男『憲法』 〔第8版〕 （新世社、 2022)
と同数、佐藤、芦部の 3、毛利透ほか『LegalQuest憲法 I.JI』〔第 3版〕（有斐閣、 2022)
の1より多い程度である。また、以上の「少数説」となる論点で一致している教科書は佐

藤 11、阪本 11、松井 11、高橋 11、伊藤 10、市川 10などがあり、 10以上教科書との一

致を示す教科薔の数6冊は最多と言ってよい。なお、芦部との一致は 2と少なく、浦部法
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［網谷龍介］参照。
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の間題点ー被選挙権との関連で」札幌法学 21巻2号135頁、 145頁 (2010)、石原前掲

註67)評釈21頁などがある。
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78) 同上 152頁資料2などによる。

79) 君塚前掲註 30)評釈 11頁。
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85) 長谷部前掲註 50)書329頁。

86) 清宮前掲註 35)書 130頁。
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91) 君塚前掲註 15)書416-417頁。

92) 同上417頁参照。

93) 覚適豊治「国民主権」清宮四郎＝佐藤功編『憲法講座 1』64頁、 65-66頁（有斐閣、
1963)。
94) 杉原泰雄『憲法 I』 217頁（有斐閣、 1987)。
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98) 同上 220頁。
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102) 君塚前掲註15)書417頁。
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113) 清宮前掲註 35)書209頁。
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124) 渋谷秀樹「参議院議員定数配分について」立教法務研究4号1頁、 25頁 (2011)。
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128) 君塚前掲註15)書427頁＊。
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あるいは『中の下の反乱』を起点とする立憲主義破壊的なネオ『改憲』志向の展開を警戒する

論の序の一部として」横浜法学35巻1号1頁 (2026)参照）が、参議院に関しては、選出

された議員が「全国民の代表」であることから外れぬよう、全国一区であれ、ブロック制

であれ、比例代表制もしくはそれに近い選挙制度であることが憲法上の要請となろう。な

お、只野前掲註 116)警196頁は、 「ともに選挙された対等に近い 2つの議院を置く議会

政には、二大政党制ではなく、多党制を前提に、政党間の連立政権を中心に考えるモデル

の方が、達している」と述べており、衆議院に関しては若干の異論があるように読める。

同書248頁も参照。

134) 君塚前掲註120)書195頁。

135) 同上 194頁。

136) 君塚前掲註15)書421頁＊。

137) 只野前掲註121)書44頁。

138) 同上 55頁より引用。

139) 棟居快行『憲法学の可能性』 159頁（信山社、 2012)。
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140) 佐藤幸治『日本国憲法論』 403頁（成文堂、 2011)。なお、その改訂版である佐藤前
掲註 16)書441頁も同じ。

141) 君塚正臣ほか『VIRTUAL憲法』 228頁（悠々社、 2005) ［君塚］。

142) 渋谷前掲註 16)嚇477頁。

143) 君塚前掲註30)評釈 12頁。

144) この点で、実は「都道府県条例と市区町村条例の抵触問題は、実は未解決である。『特

別法は一般法を破る』という公理によっても、前者を『プリフェクチュラル・ミニマム』

であると解しても、印象とは異なり、意外と後者が強いようにも思える。」君塚前掲註 15)
書587頁＊。

145) 最大判昭和 38年3月27日刑集 17巻2号 121頁。

146) 君塚前掲註 15)書583頁。

147) 板垣勝彦『自治体職員のためのようこそ地方自治法』 〔第4版〕 24頁（第一法規、
2024)。

148) 井ヶ田良治ほか『日本近代法史』 106-107頁（法律文化社、 1982) ［山中永之佑］参照。
149) 石原前掲註 67)評釈21頁。

150) 斎藤前掲註 19)論文 37頁は、内閣総理大臣以外の国務大臣については未成年者であっ

ても任命される可能性があると指摘する。君塚前掲註 30)評釈 12頁同旨。コミックである

影木栄貴『世紀末プライムミニスター（ 1-4)』 （新書館、 1998-2001)の設定はそうで

ある。首相夫人は 16歳であった（民法改正前。改正前の民法 731条は違憲だったと言わ

ざるを得ない。君塚前掲註1)書201頁注 76)。現実としては、歴代最年少は伊藤博文の

44歳2カ月、現憲法下に限れば安倍晋三の 52歳である。現憲法下最年少衆議院議員は原
陽子の 25歳136日、参議院議員は鮎川金次郎の 30歳2カ月、国務大臣は小渕優子内閣府

特命担当大臣の 34歳9カ月、知事は田中敏文北海道知事の 35歳5カ月、市長は高島崚輔

芦屋市長の 26歳2カ月、町村長は喜多條瑞穂徳島県海部郡阿部村長の 25歳10カ月とさ

れる。また、被選挙権年齢が 20歳であったアメリカの施政権下では、重村一郎鹿児島県
大島郡東天城村長の 24歳7カ月という記録もあるらしい。

（付記〕 本鑑定書では、原則として敬称は略させて頂いた。

【経歴】君塚正臣（きみづかまさおみ）

1965年東京生まれ。大阪大学法学部法学科卒業、同大学院法学研究科博士後期課程修了、

1996年博士（法学）。憲法学専攻。東海大学文明研究所助教授、関西大学法学郎助教授、

横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務専攻助教授などを経て、2005年同教授。
2014年4月-2015年3月同専攻長（法科大学院長）。現在、横浜国立大学大学院国際社

会科学研究院教授。学習院大学、筑波大学、専修大学などで非常勤講師。

（著書）単著として、 『性差別司法審査基準論』 1-353頁、i-xi頁（信山社、 1996年9
月10日）、 『憲法の私人間効力論』 1-554頁、i-xii頁（悠々 社、 2008年7月31日）、

『司法権・憲法訴訟論 上巻』i-xiv、1-611頁（法律文化社、 2018年1月31日）、 『司

法権・憲法訴訟論 下巻』i-vi、 1-762頁（法律文化社、 2018年1月31日）、 『続司法

権・憲法訴訟論一刑事手続と司法審査』i-vii、 1-1147頁（法律文化社、 2023年1月25

日）、『憲法一日本国憲法解釈のために』i-xxiv、1-630頁（成文堂、 2023年2月25日）、
『憲法のサプルメントー『憲法一日本国憲法解釈のために』の周辺』i-x、1-208頁（成文

堂、 2026年10月頃刊行予定）など、編著として、 『法学部生のための選択科目ガイドブ

ック』 （ミネルヴァ書房、 2011年4月30日）、 『比較憲法』 （ミネルヴァ書房、 2012

年 10月20日）、『高校から大学への法学』〔第2版〕 （法律文化社、 2016年4月5日）、

『ベーシックテキスト憲法』 〔第3版〕 （法律文化社、 2017年4月25日）、 『大学生の

ための憲法』 （法律文化社、 2018年4月5日）、 『高校から大学への憲法』 〔第2版補訂

版〕 （法律文化社、 2025年4月 15日）など、共編著として、原田一明＝君塚正臣編『ロ

ースクール憲法総合演習』 （法律文化社、 2012年 10月4日）、犬伏由子＝井上匡子＝君
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塚正巨編『レクチャージェンダー法』 〔第 2版〕 （法律文化社、 2021年5月20日）な

ど、分担執筆として、野田進＝松井茂記編『シネマで法学』 〔新版〕 （有斐閣、 2004年5
月30日）、君塚正臣＝藤井樹也＝毛利透『Virtual憲法』（悠々社、 2005年 11月3日）、
岡田浩＝松田忠憲編『現代日本の政治ー政治過程の理論と実際』 （ミネルヴァ書房、 2009

年4月30日）、川岸令和ほか『憲法』 〔第4版〕 （青林書院、 2016年3月30日）、浅

子和美ほか『高等学校新現代社会』 （帝国書院、 2017年1月20日）、長谷部恭男編『論

究憲法ー憲法の過去から末来へ』 （有斐閣、 2017年5月3日）、判例時報2344号臨時増

刊『法曹実務にとっての近代立憲主義』 （判例時報社、 2017年11月3日）、苅部直ほか

『高等学校公共』 （帝国書院、 2022年1月20日）などがある。

（論文）単著として、 「日本国憲法24条『家族』の法意ー非嫡出子差別事例を主な素材

として」法律時報 70巻6号102・108頁（1998年5月1日）、 「憲法判例研究論ー叙情的

ではない判例評釈執筆に向けて」横浜国際社会科学研究 25巻1号1・24頁 (2020年8月

20日）、 「『天呈・皇族の人権』論ー『人権総論』の最終走者、 『外国人の人権』論のコ

インの裏表として」ニトランデュテ（Etrangete、在日本法律家協会） 4号314・345頁(2022
年9月5日）、 「憲法基本書論ー独白的ではない基本書執筆に向けて」横浜国際社会科学

研究27巻2号19・43頁 (2022年9月20日）、 「報道の自由ー『国境なき記者団』が見

た国境の中の記者と権力者たちの表現の自由」憲法研究 15号89-100頁 (2024年 11月

15日）、 「今にして佐々木惣ー『改訂日本國憲法諭』 （有斐閲、 1952) を読むー戦後憲

法教科書を読む（2)一民主主義より立憲主義」松井茂記古稀記念『民主主義社会の憲法

学』未定頁（日本評論社、 2026年 10月頃刊行予定）など多数。判例研究として判例百選

に11件、重要判例解説に4件、判例評論（判例時報）に 6件、速報判例解説に4件掲載
など。判例紹介として判例セレクト（法学教室）に 3件掲載など。

（社会的活動）日米法学会 (1997年9月 13日）、関西アメリカ公法学会 (1999年 12

月5日）、日本公法学会 (2008年 10月 12日）で学会報告。ジェンダー法学会理事・会

誌編集委員 (2009年12月ー2014年 12月）。憲法訴訟研究会（芦部信喜代表）などで研究

会報告多数。 「選挙権・選挙制度および国民の政治参加に関する比較法的研究」第 1回シン

ポジウム (2024年6月29日）、令和 8年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会（第

21回）自主企画セッション「アファーマティプ・アクションの論点整理～大学入学者選抜

における多様性を考える～」 （2026年5月21日）でシンポジウム報告。科研費の責任者

としての獲得4回（通算 19年）。朝日小学生新聞 2017年5月3日朝刊 1面、同 2020年

5月2日朝刊 1面、毎日新聞 2026年1月29日朝刊 2面などでコメント。 「首都圏ネット

ワーク」 (NHK、2026年5月14日）に出演。 「池上彰・緊急スペシャル」 （フジテレビ、
2013年8月 16日）を監修。 「2024憲法と市民のつどい」 （吹田市、 2024年5月 18日）
などで講演。リンク総合法律事務所（紀藤正樹代表）パーティにて挨拶 (2015年 12月18

日）。男女共同参画に関する諸外国の基本法制等に関する調査研究会（基本法・公務部門）

委員 (1997 年 7 月 ·1998 年 3 月）、高槻市個人情報保護運営審議会委員 (1999 年 4 月—2002

年 3 月）、大学入試センター教科科目第一委員会政治・経済部会委員 (2002 年 4 月 •2004
年3月）、日本赤十字社特別社員 (2015年3月）、独立行政法人大学評価・学位授与機構

法科大学院認証評価委員会専門委員 (2015 年 5 月 •2016 年 4 月）、独立行政法人大学改革
支援・学位授与機構法科大学院認証評価年次報告書等専門部会委員 (2016 年 5 月 •2017 年
4月）、独立行政法人日本学術振興会科学研究費委員会審査第三部会社会科学小委員会専

門委員 (2016 年 6 月 •11 月、 2017 年 6 月—11 月）などを歴任。 以上
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